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全国自治体の防災情報システム整備状況

伊勢  正＊・磯野  猛＊・高橋拓也＊・臼田裕一郎＊・藤原広行＊

Use Situation of System Concerning Sharing Disaster Information on Municipality

Tadashi ISE, Takeshi ISONO, Takuya TAKAHASHI, Yuichiro USUDA, and Hiroyuki FUJIWARA

1. 概要

総合科学技術・イノベーション会議の SIP（戦略的

イノベーション創造プログラム）「レジリエントな防

災・減災機能の強化」（管理法人：JST）に基づき研究・

開発を進めている，自治体利活用システムの開発を

目的とし，全国の都道府県及び政令指定都市の合計

67 の地方公共団体を対象として，各機関の保有す

る災害対応システムについて，アンケートを用いた

調査を実施した．それらの回答を分析するとともに，

主に東日本大震災で大きな被害を受けた千葉～北海

道にかけての太平洋沿岸に位置する道県及び政令都

市に対してヒアリングを実施し，自治体利活用シス

テムに実装すべき機能等について分析した．

1.1  2013 年度アンケート調査概要

2013 年度は，防災情報（事前に整備する情報）や

災害情報（災害時に作成される情報）の共有と，これ

らの情報を扱う防災情報システムの構築に関する状

況を把握することを目的とし，内閣府政策統括官（防

災担当）と防災科学技術研究所が共同で実施した．

1.2  2014 年度アンケート調査概要

2014 年度は，2013 年度のアンケート調査項目に

準拠する形で防災科学技術研究所が独自に調査を実

施した．調査内容は大きく 3 つに分類し，「防災情

報および災害情報の共有と利用について」，「情報シ

ステムとの連携について」，「クラウド環境による防

災情報システムの構築に向けて」に関する内容を調

査した．詳細なアンケート調査項目は表 1 の通りで

ある．

表 1 2014 年度アンケート調査項目

Table 1 Survey item.
大項目 中項目 小項目

①

防災情報

および災

害情報の

共有と利

用につい

て

①‐1
防災情報システムの

運用状況について，

現在の状況

・防災情報システムの主たる概

要

・システムの目的・システム化

対象業務

・システムで取り扱う情報

・編集・閲覧の権限

・採用パッケージ等

①‐2
地理空間情報の共有

への対応について，

現在の状況や今後の

意向

―

①‐3
外部の機関が作成

する情報（ハザード

マップ等，平常時に

作成されている情

報）の利用

―

①‐4
外部の機関が作成す

る情報（リアルタイ

ムに観測または報告

された災害情報）の

利用

―
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大項目 中項目 小項目

①‐5
外部機関への以下の

情報の提供について

＜防災情報＞

・避難指示，勧告，準備情報の

発表情報

・避難所開設状況

・被害想定

・防災施設等の位置情報

＜災害情報＞

・被害状況

・ライフライン情報

・気象，土砂，火山，河川等の

観測

①‐6
 ①‐5 以外に提供可

能な災害情報

―

①‐7
防災情報や災害情報

を外部機関に提供す

る際の疑問点，懸念

事項

―

①‐8
背景地図の整備の利

用状況と今後の意向

・共用空間データ（庁内にある

複数の部署が共用するデー

タ）

・電子国土 Web システム（国土

地理院による Web-GIS）の地

図

・国土地理院の数値地図

・商用の有償地図（住宅地図等）

①‐9
①‐8 以外に利用可

能な航空写真や地図

について

―

②

情報シス

テムとの

連携につ

いて

②‐1
防災情報システムと

既存情報システムと

の連携（自動・手動）

について

・統合型地理情報システム（統

合型 GIS）
・個別業務型 GIS
・都道府県が有する土木関係の

監視観測システム（気象，土

砂，火山，河川等）

・J- アラート

②‐2
②‐1 以外に自動的

なシステム連携が必

要と考えられる情報

システム

―

大項目 中項目 小項目

②‐3
②‐1 以外に手動に

よるシステム連携が

必要と考えられる情

報システム

―

②‐4
防災情報システムと

広報・告知のための

情報システムの連携

（自動・手動）につい

て

・公共情報コモンズ（財団法人

マルチメディア振興センター

が運営する，多メディアへの

情報配信を実現するための仕

組み）

・緊急速報メールやエリアメール

・自治体のホームページ

・自治体が運用するメールマガ

ジン等

・SNS（Facebook，Twitter など）

②‐5
②‐4 以外に自動的

な連携が必要なサー

ビス等

―

③クラウ

ド環境に

よる防災

情報シス

テムの構

築に向け

て

③‐1
現在の防災情報シス

テムの構築環境

―

③‐2
クラウド環境の利用

に関する懸念

―

③‐3
防災情報システムを

導入または更新する

際に望ましい体制・

形態

―

その他の

意見・質

問

― ―

1.3  アンケート調査票の作成

表 1 に示したアンケート調査項目に基づいてアン

ケート調査票を作成した．アンケート調査票の鑑文

と抜粋を図 1 に示す．



全国自治体の防災情報システム整備状況－伊勢ほか

－3－

2. アンケート調査結果概要

各自治体から回答頂いたアンケート結果について

は図 2 に示すように A3 版のカルテに取りまとめを

行い，調査結果について集計を実施した．

図 1 アンケート調査票（上：鑑文　下：抜粋）

Fig. 1 Survey form.

図 2 カルテ例（上：表面　下：裏面）

Fig. 2 Examples of survey results.

43 都道府県が防災情報システムを導入しているこ

とが分かり，概ねほとんどの自治体が運用している

ことが明らかとなった．そのうち約 8 割の都道府県

が「都道府県とその全市町村が同一の防災情報シス

テムを利用し，防災情報及び災害情報を共有してい

る」と回答しているなど，全国的に県と市町村で同

一の防災情報システムを導入している傾向にある．

しかしながら実態は，市町村側が最終報告の位置づ

けで防災情報システムを活用しているケースが多

く，災害対応中に県と市町村で円滑な情報共有がお

こなえていないケースが見受けられた．

なお，「都道府県と一部の市町村が同一の防災情

報システムを利用し防災情報及び災害情報を共有し
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ている」と回答した県が 1 県あり，防災情報システ

ムの統一化，連携が図れていないケースも明らかと

なった．

一方で約 5 割の政令市が「政令市で独自に防災情

報システムを整備・利用している」，約 3 割の政令

市が「都道府県とその全市町村が同一の防災情報シ

ステムを利用し，防災情報及び災害情報を共有して

いる」と回答しているなど，全政令都市で防災情報

システムを導入している．なお，「都道府県とその

全市町村が同一の防災情報システムを利用し，防災

情報及び災害情報を共有している」と「政令市で独自

に防災情報システムを整備・利用している」の両方

に回答している市があった．

図 3 に都道府県，及び政令市の防災情報システム

導入状況の傾向について示す．

その他アンケート結果については下記の通り 5 つ

に分類し，分析を実施した．

 ¾システムの目的，取り扱う情報について

 ¾システムの共有について

 ¾地理空間情報の他機関との共有について

 ¾システムの連携について

 ¾情報発信についての考察

2.1   システムの目的，取り扱う情報について

災害対応システムは，多様な情報を取り扱うこと

ができることが望ましいと考えられる．そのため，

システムの目的，取り扱う情報が特徴的である自治

体に着目し，これらを取り扱う自治体の採用パッ

ケージ等を合わせて整理し（表 2），災害対応システ

ムが多様な情報を取り扱うことを可能にする開発方

法に関する考察を行った．

表 2 特徴的なシステムの目的，取り扱う情報と採用

パッケージ

Table 2 The purpose of the system, handling information, 
adopted package.

システムの

目的・取り

扱う情報

自治体 採用パッケージ等

ボランティ

ア等の来訪

状 況 把 握，

派遣先調整

等，ボラン

ティアセン

ターの運営

状況の把握

A 県 パッケージソフト：名称不明

開発ベンダー：東京ガス

B 県 パッケージソフト：防災情報システム，

一斉指令システム

開発ベンダー：日本電気株式会社，富士

通株式会社

C 県 パッケージソフト：別システムをベース

に，機能追加・カスタマイズ開発

開発ベンダー：東芝ソリューション・

SBS 情報システム JV
D 県 パッケージソフト：NEC のソフトをベー

スにカスタマイズ

国への被害

情報等

の報告

E 市 パッケージソフト：ベースはパッケージ

ソフトですが，大幅にカスタマイズ

開発ベンダー：日本電気株式会社

F 市 不明

図 3 防災情報システムの導入状況

Fig. 3 Use situation of system concerning sharing 
disaster information.

 

 

77%

2%

13%

0%
8%

0%

都道府県

33%

0%
19%

48%

0% 0%

政令市

都道府県とその全市町村が同一の防災情報システムを利用し、防災情報及び災害情報を共有している

都道府県と一部の市町村が同一の防災情報システムを利用し、防災情報及び災害情報を共有している

都道府県及び市町村はそれぞれ独自で防災情報システムを整備・利用している。または、都道府県が整備した防災情報

システムを都道府県内に限定して利用している
政令市で独自に防災情報システムを整備・利用している（政令市で該当する場合ご回答ください）

防災情報システムを保有または利用していない

無回答
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システムの

目的・取り

扱う情報

自治体 採用パッケージ等

広域応援に

よ る 警 察，

消防，自衛

隊等の活動

状況に係る

情報

G 県 パッケージソフト：防災情報システム，

一斉指令システム

開発ベンダー：日本電気株式会社，富士

通株式会社

H 県 パッケージソフト：別システムをベース

に機能追加／カスタマイズ開発

開発ベンダー：東芝ソリューション・

SBS 情報システム JV
I 市 パッケージソフト：APPLIC 策定 防災業

務アプリケーションユニット標準仕様

J 市 パッケージソフト：官民協働危機管理ク

ラウドシステム仕様

【考察】

 ¾特徴的な目的，取り扱う情報を有するシステム

は，既存パッケージのカスタマイズもしくは，

各種の仕様等に則ってのシステム開発が多い．

既存のシステムパッケージ・仕様等に基づき，カ

スタマイズを行う開発方法が，システムの目的，取

り扱う情報に多様性を持たせるのに有効と考えられ

る．

2.2  システムの共有について

システムにより，関係機関が円滑に情報共有を行

うためには，システムを導入した機関のみならず，

他機関からも閲覧や編集が可能であることが望まし

いと考えられる．一方で，「クラウド環境の利用に

関する懸念」に関する質問では，表 3 に示すように，

災害時の通信に関する懸念が多く課題として挙げら

れた．

表 3 クラウド環境の利用に関する懸念（災害時

の通信に関する事項を抜粋）

Table 3 Concerns about the use of cloud.
回答内容

•• 災害時における，回線の安定度 ( 稼働率や容量 ) 及びセキュ

リティ対策

•• 災害時に外部とのネットワークが切断した場合どうするの

か．クラウド側の物理的なセキュリティ対策はきちんとさ

れるのか．他機関との連携のため，完全外出しにはならず，

ローカルにサーバが必要となる．

•• 大規模災害発生時におけるインターネット回線などの信頼性

•• アクセス回線としてＬＧＷＡＮ等の閉域網（主回線）とイン

ターネット（バックアップ）の冗長がベターである．

•• 災害発生時の回線途絶や輻輳，サーバ設置場所の耐災害性

の担保が懸念される． 
•• 有線回線が断線しても継続利用可能か．

回答内容

•• 回線の信頼性（非常電源を含む）．

•• アクセス網の輻輳時におけるシステム利用．

•• 職員以外の不正利用，外部からの不正アクセス，災害時の

通信途絶，経費．

•• 大都市圏で近隣自治体と同時被災した際の，システムの可

用性に不安がある．

•• 市民に情報を提供するシステムの場合，大災害時のデータ

センタへの駆けつけ，システム利用を可能にする必要があ

る．サービス利用型だとサービス停止＝何も手を打てない

ことを意味する．

•• 防災に係るシステムは何でも経費削減のため，クラウド型

にするのではなく，サービス利用型でよいシステムと，構

築型とするべきシステムの線引きを考えることが重要．

•• クラウドへの接続環境の耐災害性

ここでは，「編集・閲覧の権限」について「インター

ネット上で共有されており，庁内での編集・閲覧

に加え，庁内での編集・閲覧はもとより，他機関

からも閲覧や編集が可能」と回答した自治体に着目

し，該当自治体の「システムの利用環境」を整理した

（表 4）．整理結果より，災害時の通信に関する懸念

に対する解決策について考察を行った．

表 4 他機関からも閲覧や編集が可能なシステム

を保有する自治体の「システム利用環境」

Table 4 System of utilizing environment.
システム利用環境

 • 庁内の閉域ネットワーク内

 • 庁内にある公開セグメント（DMZ）
 • インターネット回線で接続されたクラウド環境

 • オンプレミスで構築，VPN 回線で各機関と接続

 • 専用線または VPN で接続されたクラウド環境

【考察】

 ¾他機関からも閲覧や編集が可能と回答した自治

体のシステム利用環境としては，主として，「庁

内にある公開セグメント（DMZ）」「インターネッ

ト回線で接続されたクラウド環境」が挙げられ，

いくつかの自治体については，これらを併用し，

冗長性を高めている．

「庁内にある公開セグメント（DMZ）」であれば，庁

内の閉域ネットワーク等と同様に，災害等によりイ

ンターネット回線が不通の場合においても自機関内

での使用は可能であると想定される．但し，停電等

により自機関のネットワーク・サーバ等が使用不可

となる場合も考慮し，クラウド環境との併用により

冗長性を高めることが望ましい．
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2.3  地理空間情報の他機関との共有について

災害時に地理空間情報を他機関と共有することは

応援・受援に有効であると考えられる．

そのため，「位置情報と関連付けられた防災情報

や災害情報（地理空間情報）を他機関と共有する技術

的な仕組みについての現在の状況や今後の意向」の

質問項目において既にシステムを導入済みであると

回答した自治体に着目し（表 5），考察を行った．

表 5 地理空間情報を共有する技術的な仕組みを既

に導入済みであると回答した自治体

Table 5 For geospatial information.
回答内容

 • 既に地理空間情報に対応している．

 • 既存のシステムに地理空間情報を共有する独自の仕組みが

ある．

 • 地理空間情報については，既存防災情報システム上で他機

関と共有している．

 • 取り扱っている情報の一部に位置情報を関連付け，一部の

機関と共有している．

 • 地図情報システムに被害情報等を関連付ける独自のシステ

ムを構築して運用しています．

 • 避難支援マップシステムをインターネット上で運用済．

【考察】

 ¾防災情報や災害情報（地理空間情報）を他機関と

共有するシステムを導入している自治体として

は，①東京都等（首都直下地震）②静岡県（東海・

東南海地震）③中国・四国・九州の一部（台風）等，

災害リスクが高いと考えられる自治体が主であ

る．

災害リスクが高いと考えられる自治体について

は，GIS 導入に積極的であると考えられるが，そう

でない地域への導入は進んでおらず，地理情報の活

用に関する認識・意識の向上が必要と考えられる．

2.4  システムの連携について

防災情報システムを用いることにより，職員の負

担を軽減するために，システム同士の連携を行うこ

とは効果的であると考えられる．

そのため，「既存情報システム」「広報・告知のた

めの情報システム」の連携について，平成 25 年の調

査結果と比較し（図 4，図 5），システム連携状況に

ついて考察を行った．

図 4 既存情報システムとの連携についての回答

Fig. 4 Connection with existing systems.

統合型地理情報システム（統合型 GIS） 

 
個別業務型 GIS 

都道府県が有する土木関係の監視観測システム（気象，土砂，

火山，河川等） 

 

J-アラート 

【選択肢】 

■：1 自動連携が必要 ■：2 手動による連携が必要 ■：3 

連携は必要ない ■：4 その他 ■：5 わからない ■：6 無回答 

L アラート：公共情報コモンズ（財団法人マルチメディア振興

センターが運営する，他メディアへの情報配信を実現するた

めの仕組み） 

緊急速報メールやエリアメール 
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【考察】

 ¾統合型 GIS・個別業務型 GIS 等の既存情報シス

テムとの連携については，「自動連携が必要」「手

動による連携が必要」の回答割合が減少傾向にあ

るが，他のシステムと比較すると依然として高

い割合である．一方「その他」の回答割合が増加

傾向にある理由としては，既に連携済みの自治

体が増加したためと考えられる．

 ¾広報・告知のための情報システム連携について

は，全体的に「既に防災情報システムと自動連携

している」の割合が増加し，特に「L アラート」「緊

急速報メールやエリアメール」の増加が顕著であ

る．一方でホームページについては，連携して

いる割合の増加が確認されない．

「L アラート」「緊急速報メールやエリアメール」と

いった防災関連のシステム間の連携は比較的容易と

考えられる．一方で，「統合型 GIS」「ホームページ」

といった防災関連以外の部署の管轄であると考えら

れるシステムについては，連携が進んでおらず，部

門横断的なシステム導入が必要であることが考えら

れる．

2.5  情報発信について

情報発信を迅速に行うための手段として，防災情

報システムの活用が考えられる．実際に情報の正確

性の保証，情報セキュリティに関連する事項が懸念

事項として多く挙げられている（表 6）．

表 6 外部への情報発信について

Table 6 Originating of information to external organization.
回答内容

 • 県システムに報告される情報は速報としての意味合いが強

く，正確性の保証がないため，県システムのユーザーであ

る市町村 ･ 消防 ･ 警察 ･ 陸上自衛隊以外の外部機関にその

ままで提供することは難しい場合もある．

 • 情報元が自機関以外からのものである場合，その二次利用，

三次利用…について協定の必要性や情報の歯止めについて

懸念される．

 • 都の災害情報システムの入力ソースは区市町村や防災関連

機関のものが多く，これらの情報を第三者へ提供するため

には，入力ソース元の承諾や調整が必要となる．

 • 個人情報や未確認情報などの内部情報に関するセキュリ

ティを確保する必要がある．

 • 被害情報を全て自動的に外部へ発出すると，「情報の確か

さ」，「情報を入力する者，もしくは，組織の判断」などによっ

て，速報性が損なわれることを懸念している．また，市や

町では住民生活に密着した被害情報が必要であるが，国で

は大局を見極める必要があり，規模などが把握できる集計

された情報が必要と考えている．速報性と確かさを両立す

ることは難しいことから，本県では情報収集の速報性を優

先としたシステムとし，外部への情報発信等は運用でカバー

することを考えている．

 • そもそも外部機関と一口に言っても，様々な機関があるた

め，それぞれの機関ごとに提供すべき情報は何か，という

ところから検討する必要があると思われます．

 • ライフライン情報については，情報を収集して外部機関に

連携させるのではなく，全国統一システム等にライフライ

ン事業者が入力し，その情報を得る仕組みとされたい．

 • 余計な混乱を招くため，不確定情報は外部機関へ提供すべ

きではないと考える．

 • 発表した市区町村名を明示して公表される可能性がある場

合，その情報の精度を求められると，迅速性が犠牲になる

側面がある．

 • 情報を渡すことについてなんの難しい事項などは無いが，

しばしば情報を取るだけのために県・国から問い合わせを

受けるが，基礎自治体の責務である住民保護をないがしろ

にしてまで，県・国に情報を提供する必要があるのか？県・

国は自ら情報を取りに来るべきと考える（あるいは頻度を下

げるとか，初動時には連絡を取らないとか）．

そのため，現状として「外部機関の情報システムへ

提供済みである」情報項目が調査結果から確認される

ことに着目し，外部機関への情報提供の現状からシ

ステムによる情報の提供についての考察を行った．

貴自治体のホームページ 

貴自治体が運用するメールマガジン等 

【選択肢】 

■：1 既に防災情報システムと自動連携している ■：2 手動

で入力している 

■：3 ３キャリアを別々に手動で入力している ■：4 予算の都

合が付けば構築または更新の際に連携させたい 

■：5 その他 ■：6 わからない ■：7 無回答 

図 5 広報・告知のための情報システムとの連携

Fig. 5 Connection with the system for the publicity and 
announcements.
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【考察】

 ¾気象，土砂，火山，河川等の観測情報については，

システムを通して，提供済みである自治体が他

の情報項目と比較して多い．

 ¾特に「被害情報」について，「1．外部機関の情報

システムへ提供済みである」と，「3．情報システ

ムを媒介しないが，外部機関へ提供している」の

回答が多い．

 ¾「気象，土砂，火山，河川等の観測情報」に代表

されるように，ある程度正確性を保証できる情

報については，システムによる情報発信が比較

的容易であると考えられる．

「被害情報」については，情報の正確性の担保，情

報セキュリティに関連する事項と想定されるため，

情報システムを媒介しない提供が多い．一方で情報

システムを用いた提供もなされている．このことか

らシステムの運用方法次第では，システムを通した

情報発信が可能であることが想定される．

3. ヒアリング調査

ヒアリング調査は，アンケート調査において確認

したシステムについて，実際の活用状況を把握する

ために実施した．

アンケート調査においては，防災情報（事前に整

備する情報）や災害情報（災害時に作成される情報）

の共有と，これらの情報を扱う防災情報システムの

構築に関する全体状況を把握した．

これを踏まえてヒアリング調査においては，当該

システムについて東日本大震災等の実際の災害時

に，どのように活用されたかを把握するものとし，

東日本大震災で比較的被害が大きかったことが想定

される 10 の自治体（北海道，札幌市，青森県，岩手県，

宮城県，仙台市，福島県，茨城県，千葉県，千葉市），

南海トラフの地震による広域的な被害が想定される

愛知県をヒアリング対象とした．

ヒアリングでは主に「アンケート回答趣旨」，「東

日本大震災等の災害時の防災情報システムの活用」

について調査を実施し，下記の 7 つに分類し，分析

を実施した．

 ¾現状のシステムについて

 ¾地理空間情報の活用について

 ¾使用状況・連携状況について

 ¾広報・告知のための情報システム連携について

 ¾システム導入・更新について

 ¾導入金額について

 ¾東日本大震災等，実際の災害時のシステム活用

について

図 6 防災情報や災害情報を外部機関へ提供することに

関する意向

Fig. 6 Intention relates to the provision of disaster prevention 
information and disaster information to the outside of 
the institution.

＜防災情報＞被害想定 

＜防災情報＞防災施設等の位置情報 

＜災害情報＞被害状況 

 
＜災害情報＞ライフライン情報 

気象，土砂，火山，河川等の観測情報 

 
【選択肢】 

■：1 外部機関の情報システムへ提供済みである ■：2 今後

提供したい 

■：3 情報システムを媒介しないが，外部機関へ提供している 

■：4 提供する必要性が無い 

■：5 そのようなデータが無い ■：6 わからない ■：7 その

他 ■：8 無回答 

 

※「3 情報システム...」は平成 27 年に新設した選択肢 

※複数の選択肢にチェックをした都道府県があるため，合計が

47 とならない 
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3.1  現状のシステムについて

 ¾基本的には 4 号様式をシステムとして集約する

ものが多いが，福島県のように情報を柔軟に扱

えるシステム，千葉市のように GIS 機能があり，

地図情報として確認できるシステムを導入して

いる自治体も確認される．

 ¾消防 4 号様式をベースとし，GIS，他の情報を組

み込めるシステムは情報の集約，報告が 2 度手

間にならず，望ましいと考えられる．

3.2  地理空間情報の活用について

 ¾統合型 GIS，個別業務型 GIS，監視観測機器，

衛星写真等との連携に関する要望は多いが，実

際に連携している自治体は確認されなかった．

 ¾他の機関等が公開した地図情報を随時に取り込

むことができるシステムは確認されなかった．

 ¾他の GIS，公開情報等の取り込みは，要望とし

ては多く挙げられているが，実際に導入されて

はおらず課題となっている．

3.3  使用状況・連携状況について

 ¾ライフライン事業者等との連携が必要と考えて

いる自治体は多い．また，システム端末をライ

フライン事業者に置いている自治体も確認され

た．一方で，HP 以上の情報は入力されない等，

システム上で連携が円滑に行えている自治体は

確認されなかった．

 ¾情報集約の方法としては，宮城県のように各部

局で集約しシステムに報告する方法と，北海道，

岩手県，仙台市のように振興局・支部・区単位

等で情報を集約する方法が確認された．

 ¾北海道等，市町村が入力出来ない場合に代替入

力を行っている自治体が確認された．

 ¾市町村以外に，消防・警察等からも情報提供可

能なシステムが確認された．

 ¾職員に異動が生じるため，県から市町村に毎年

研修を行っている自治体が確認された．

 ¾市町村，消防，警察，ライフライン事業者等，

多様な機関との連携が確認されるが，ライフラ

イン事業者との連携が課題となっている．

 
3.4  広報・告知のための情報システム連携について

 ¾気象情報等は SNS 等とのシステム連携による自

動発信を行っている自治体が多く確認される．

一方で，被害情報等については，発信して良い

情報かどうかを判断してから公開している自治

体が多い．特に福島県では報告内容に間違いが

無いか情報の精査，問い合わせまで行っている

ことが確認された．

 ¾情報の精度については，特に課題となっており，

青森県から「速報のため間違っている可能性があ

ることに対する住民からの理解が必要」との意見

が挙げられ，茨城県は情報について「確定情報」

を示すラジオボタンをシステムに設ける等が行

われていた．

 ¾気象情報等については，即座に公開できるが，

精度を問われる情報の発信についての即時性が

課題となっている．

 ¾速報であることに対する住民への理解，確定情

報で無いことのシステム上での表示等が必要と

なると考えられる．

3.5  システム導入・更新について

 ¾システムについては，国が指針を示す等して，

ある程度，統一的なものを導入することが望ま

しいとの意見が多かった．

 ¾クラウドについては，仙台市のようにインター

ネットの災害時の利用可否，宮城県のように県

が導入した際の市町村の利用可否について等が

懸念事項として挙げられた．

 ¾国により，統一的なシステム指針が望まれるが，

その際には，各市町村のクラウド環境の導入可

否等に留意する必要があると考えられる．

3.6  導入金額について

 ¾宮城県が改修に 9 億かかったこと等，初期導入

費用以外に，改修・更新の費用が多額となる傾

向が確認される．

 ¾システム導入の費用以外に，改修・更新等に費

用が発生しており，いわゆる「ベンダー・ロック

イン」の状態になっていると考えられる．

3.7  東日本大震災等，実際の災害時のシステム活用

について

 ¾停電，通信途絶等がなければシステム自体は使

用できたという意見が多い．
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 ¾茨城県では，市町村役場からパソコンを持ち出

してシステムに被害情報を入力してもらったと

考えられる自治体もあった．

 ¾ PC より，FAX の方が早かった等の理由で使用出

来なかった自治体も確認された．

 ¾課題としては，停電・通信途絶が生じる規模の

大きな災害時に，システムを継続使用可能とす

ることが挙げられる．

4. 防災情報システムの現状を踏まえた考察

アンケート調査及びヒアリング調査より，全国的

に防災情報システムの普及は進んでいることが明ら

かとなった．しかし，現在導入されている防災情報

システムでは下記事項が課題として明らかとなっ

た．

 ¾市区町村の作業フローに沿った防災情報システ

ムが導入されていないため，県と市区町村の円

滑な情報共有が出来ていない．

 ¾隣接する市区町村の避難所開設情報等の対応状

況を把握する機能が現在の防災情報システムで

閲覧することが難しいため，市区町村同士の円

滑な情報共有が困難である．

 ¾地図情報（GIS 機能等）を有している防災情報シ

ステムが少なく，視覚的に被害状況等を確認す

ることが難しい．

 ¾東日本大震災のような大規模災害時における通

信途絶時に，防災情報システムが稼働するため

の対策（通信途絶時対策）が講じられているシス

テムがない．

現在，全国の自治体に導入されている防災情報シ

ステムは，4 号様式に情報を集約するだけのシステ

ムが多く，情報を柔軟に扱うことが出来，また GIS
機能を保有して地図情報を災害時に扱うシステムは

極めて少ない．地図情報については様々な地理空間

情報と連携を望む要望はあるが，実際に連携できる

システムを保有している自治体はない．

以上のことから下記事項について，防災情報シス

テムの更なる改善が望まれる．

 ¾市区町村の災害対応に則した防災情報システム

の構築，及び県がそれら情報の閲覧を同システ

ムで可能とする機能

 ¾隣接する自治体の対応状況を共有する機能

 ¾被害状況や対応状況を地図情報として情報共有

できる機能

 ¾通信途絶時に防災情報システムが稼働できる機

能

今後の防災情報システムとしては，4 号様式の作

成をシステム上でできるとともに，地図情報として

被害状況の整理・共有できることが望ましい．

また，東日本大震災時は停電や通信途絶の影響で

防災情報システムを活用することが出来なかった自

治体が多数あった．停電や通信途絶時にもシステム

が稼働できるような対策も講じることが必要であ

る．
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の
み

で
あ

る
 

政 令 市

 

 
1
0
以

上
の

政
令

市
が

「
自

然

災
害
・
気

象
状

況
、
降

雨
状

況

等
の

把
握

」「
職

員
の

安
否

・

参
集

の
把

握
」「

市
町

村
か

ら

の
被

害
情

報
、
避

難
状

況
、
対

応
状

況
の

報
告

」
「

被
害

情

報
、

避
難

勧
告

等
の

情
報

の

対
外

発
信

」
と

回
答

し
て

い

る
 

 
E
市

と
F
市

の
み

が
「

国
へ

の
被

害
情

報
等

の
報

告
」

と

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

   
 

 

   

 
1
 
基
礎
情
報
（
被
害
推
計
、
避
難
所
位
置
、
想
定
浸
水
域
）
等
の
提
供
に
よ
る
住
民
避
難
支
援
 

 
2
 
自
然
災
害
・
気
象
状
況
、
降
雨
状
況
等
の
把
握
 

 
3
 
職
員
の
安
否
・
参
集
の
把
握
 

 
4
 
市
町
村
か
ら
の
被
害
情
報
、
避
難
状
況
、
対
応
状
況
の
報
告
 

 
5
 
国
へ
の
被
害
情
報
等
の
報
告
 

 
6
 
イ
ン
フ
ラ
・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
災
状
況
の
把
握
 

 
7
 
市
町
村
等
と
の
被
害
情
報
、
対
策
状
況
等
に
係
る
情
報
共
有
 

 
8
 
幹
部
や
統
裁
部
門
に
お
け
る
状
況
把
握
、
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
、
指
示
報
告
の
効
率
化
等
支
援
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4 
 ＜

シ
ス

テ
ム

で
取

り
扱

う
情

報
＞

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

  

    

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
3
5
以

上
の

都
道

府
県

が「
気

象

庁
発

表
情

報
」
「

市
町

村
が

報

告
す

る
消

防
庁

4
号

様
式
（

或

い
は

こ
れ

に
準

じ
た

も
の

）
に

よ
る

情
報

」「
避

難
指

示
、
避

難

勧
告

、
避

難
準

備
情

報
の

発

令
、
継

続
、
解

除
情

報
」「

避
難

所
開

設
場

所
、
開

設
日

時
、
避

難
者
数

、
そ

の
他

避
難

所
に

関

す
る

情
報

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
県

と
B
県

の
み
が

、「
広

域

応
援

に
よ

る
警

察
、
消

防
、
自

衛
隊

等
の

活
動

状
況

に
係

る

情
報

」
と

回
答

し
て

い
る

 

政 令 市

 

 
1
0
以

上
の

政
令

市
が
「

気
象

庁

発
表

情
報

」「
避

難
指

示
、
避

難

勧
告

、
避

難
準

備
情

報
の

発

令
、
継

続
、
解

除
情

報
」「

避
難

所
開

設
場

所
、
開

設
日

時
、
避

難
者
数

、
そ

の
他

避
難

所
に

関

す
る

情
報

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
C
市

と
D
市

の
み

が
「

広
域

応

援
に

よ
る

警
察

、
消

防
、
自

衛

隊
等

の
活

動
状

況
に

係
る

情

報
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

 

1
 
職

員
安
否

情
報
 

 
2
 
気

象
庁
発
表

情
報
 

 
3
 

河
川

等
情

報
 

4
 
市

町
村

が
報

告
す

る
消

防
庁

4
号

様
式

（
或

い
は

こ
れ

に
準

じ
た

も
の

）
に

よ
る

情
報
 

5
 
広

域
応

援
に

よ
る

警
察

、
消

防
、

自
衛

隊
等

の
活

動
状

況
に

係
る

情
報

 
 
6
 
停

電
等

状
況

の
情

報
 

7
 
道

路
通

行
規

制
状

況
に

係
る

情
報

 
 
8
 
避

難
指

示
、

避
難

勧
告

、
避

難
準

備
情

報
の

発
令

、
継

続
、

解
除

情
報

 
9
 
避

難
所

開
設

場
所

、
開

設
日

時
、

避
難

者
数

、
そ

の
他

避
難

所
に

関
す

る
情

報
 

1
0
 
対

策
本

部
長

等
指

示
事

項
 
 

11
 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
人

員
、

活
動

状
況

に
係

る
情

報
 

 
1
2
 

そ
の

他
 

（
市

町
村

が
報

告
す

る
消

防
庁

4
号

様
式

に

準
じ

た
も

の
の

内
容

）
 

自
治
体
 内

容
 

A
 

消
防
庁

1
号
～
3
号
様
式
 

 （
停

電
等

状
況

の
情

報
）

 
自
治
体
 内

容
 

A
 

県
、
市
町
村
の
災
害
対
策
本
部
設
置
状
況
 

B 
被
害
予
測
（
地
震
、
津
波
）
、
需
給
推
計

シ
ス
テ
ム
に
よ
り
算
出
し
た
数
値
、
地
図

情
報
等
 

C
 

国
民
保
護
情
報
 

D
 

災
害
対
策
本
部
等
設
置
状
況
 

E 

カ
メ
ラ
画
像
（
本
市
高
所
カ
メ
ラ
、
消
防

局
ヘ
リ
テ
レ
、
国
交
省
河
川
カ
メ
ラ
）
光

化
学
ス
モ
ッ
グ
情
報
、
 

国
民
保
護
関
連
情
報
 

F
 

災
害
情
報
 

 

都
道

府
県
 

政
令

市
 

（
気

象
庁

発
表

情
報

の
内

容
）

 

自
治
体
 
内
容
 

A
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

B
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

C
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

D
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
 

E
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

F
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

G
 

地
震
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

H
 

地
震
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

I
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

J
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

K
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

L
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

M
 

地
震
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
 

N
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

O
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

P
 

地
震
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

Q
 

そ
の
他
（
気
象
情
報
全
般
）
 

R
 

地
震
、
津
波
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
そ
の
他
 

S
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

T
 

記
入
無
し
 

U
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
 
 

V 
地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
、
 

そ
の
他
（
台
風
情
報
、
洪
水
予
報
、
記
録
的
短
時
間
大
雨
情
報
、
潮
位
情
報
、
火

災
気
象
通
報
）
 

W
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
 

X
 

地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
 

Y 
地
震
、
津
波
、
各
種
予
警
報
、
火
山
情
報
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
、
竜
巻
情
報
、
 

そ
の
他
（
火
災
気
象
通
報
等
の
独
自
情
報
）
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5 
 ＜

編
集

・
閲

覧
の

権
限

＞
複

数
の

シ
ス

テ
ム

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
他

に
記

載
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

傾
向

と
特

徴
的

な
回

答
 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
独
自
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
共
有
さ
れ
て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
専
用
の
端
末
を
用
い
て
庁
内
 

B 
本
県
が
所
有
す
る
統
合
基
盤
（
仮
想
サ
ー
バ
）
上
に
て
稼
働
し
て
お
り
、
ロ
グ
イ
ン
パ
ス
ワ
ー
ド
を
付
与
さ

れ
て
い
る
県
及
び
市
町
村
の
防
災
担
当
職
員
は
ロ
グ
イ
ン
で
き
る
シ
ス
テ
ム
 

C 
I
D
、
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
利
用
制
限
あ
り
（
利
用
者
は
、
県
防
災
担
当
職
員
、
市
区
町
村
及
び
消
防
本
部
の

職
員
）
 

D 
市
町
村
は

L
G
W
A
N
回
線
か
ら
も
ア
ク
セ
ス
可
能
 

E 
県
機
関
、
市
町
村
、
防
災
関
係
機
関
に
設
置
の
端
末
が
専
用
回
線
で
接
続
さ
れ
、
担
当
職
員
が
編
集
・
閲
覧
 

F 
編
集
は
担
当
職
員
、
閲
覧
は
県
職
員
及
び
関
係
機
関
 

G 

県
や
市
町
村
、
消
防
本
部
等
と
の

V
P
N
回
線
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
認
証
を
用
い
て
共

有
さ
れ
て
お
り
、
権
限
に
よ
り
閲
覧
・
編
集
で
き
る
情
報
が
異
な
る
が
、
庁
内
外
や
他
機
関
か
ら
の
閲
覧

・

編
集
が
可
能
で
あ
る
。
 

H 
報
告
内
容
は
当
該
市
町
村
及
び
県
の
防
災
担
当
部
署
で
修
正
可
能
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
「

庁
内

で
共

有
さ

れ
、
庁

内
職

員
及

び
市

他

機
関

で
あ

れ
ば

、
閲

覧
や

編
集

が
可

能
」「

イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

共
有

さ
れ

て
お

り
、
庁

内
で

の
編

集
・
閲

覧
に

加
え

、
庁

内
で

の
編

集
・
閲

覧
は

も
と

よ
り

、
他

機
関

か
ら

も
閲

覧
や

編
集

が
可

能
」
が

と
も

に
約

2
割

以
上

を
占

め
、
そ

の
他

の
回

答
内

容
を

考
慮

す
る

と
、

5
割

以
上

の
都

道
府

県
が

市
町

村
等

他

機
関

と
情

報
の

共
有

を
し

て
い

る
と

回
答

し
て

い
る

 

 
「

危
機

管
理

担
当

内
で

完
全

に
独

立
し

た

シ
ス

テ
ム

で
、

担
当

職
員

だ
け

が
編

集
お

よ
び

閲
覧

可
能

」
と

回
答

し
て

い
る

の
は

１
割

程
度

で
、

少
数

派
と

な
っ

て
い

る
 

政 令 市

 

 
5
割

以
上

の
政

令
市

が
「

庁
内

で
共

有
さ

れ
、

庁
内

職
員

で
あ

れ
ば

、
閲

覧
や

編
集

が
可

能
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
市

の
み

が
「

庁
内

で
共

有
さ

れ
、
庁

内
職

員
及

び
市

他
機

関
で

あ
れ

ば
、

閲
覧

や
編

集
が

可
能

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

と
C
市

の
み

が
「

危
機

管
理

担
当

内
で

完
全

に
独

立
し

た
シ

ス
テ

ム
で

、
担

当
職

員
だ

け
が

編
集

お
よ

び
閲

覧
可

能
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
D
市

、
E
市

、
F
市

の
み

が
「

イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

上
で

共
有

さ
れ

て
お

り
、

庁
内

で
の

編
集
・
閲

覧
に

加
え

、
庁

内
で

の
編

集
・
閲

覧
は

も
と

よ
り

、
他

機
関

か
ら

も
閲

覧
や

編
集

が
可

能
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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6 
 

＜
採

用
パ

ッ
ケ

ー
ジ

等
＞

シ
ス

テ
ム

で
採

用
し

て
い

る
防

災
ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

仕
様

、
パ

ッ
ケ

ー
ジ

に
つ

い
て

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

        

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
4
割

の
都

道
府

県
が

「
ス

ク
ラ

ッ
チ

開
発

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
L
ア

ラ
ー

ト
（

公
共

情
報

コ
モ

ン

ズ
）
S
oa

p
XM

L」
と

回
答

し
て

い

る
 

 
「

AP
P
LI
C

策
定

 
防

災
業

務

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ユ
ニ

ッ

ト
標

準
仕

様
」
と

回
答

し
て

い

る
の

は
A
県

、
B
県

の
み

で
あ

る
 

 
C
県

、
D
県

、
E
県

は
パ

ッ

ケ
ー

ジ
ソ

フ
ト

を
独

自
に

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

し
て

い
る

（
D
県

は
H
27

年
度

か
ら

運
用

を
開

始
予

定
）

 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

ス
ク

ラ

ッ
チ

開
発

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

シ
ス

テ

ム
ベ

ン
ダ

ー
等

の
パ

ッ
ケ

ー

ジ
ソ

フ
ト

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
F

市
の

み
が

「
A
P
P
L
I
C
策

定
 

防
災

業
務

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ

ン
ユ

ニ
ッ

ト
標

準
仕

様
」
と

回

答
し

て
い

る
 

 
G
市

の
み

が
「

官
民

協
働

危
機

管
理

ク
ラ

ウ
ド

シ
ス

テ
ム

仕

様
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

 

（
ス

ク
ラ

ッ
チ

開
発

【
詳

細
】）

 

自
治
体
 

開
発
業
者
 

A 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

B 
日
本
無
線
株
式
会
社
 

C 
株
式
会
社
ア
イ
シ
ー
エ
ス
 

D 
株
式
会
社
Ｎ
Ｔ
Ｔ
デ
ー
タ
 

E 
松
下
電
器
産
業
株
式
会
社
 

F 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

G 
三
菱
電
機
株
式
会
社
 

H 
株
式
会
社
日
立
製
作
所
 

I 
東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
 

J 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

K 
三
菱
電
機
株
式
会
社
 

L 
富
士
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
 

M 
富
士
通
株
式
会
社
 

N 
株
式
会
社
石
川
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
セ
ン
タ
ー
 

O 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

P 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

Q 
日
本
電
気
株
式
会
社
 

R 
N
T
T
西
日
本
 

S 
株
式
会
社
日
立
製
作
所
 

T 
富
士
通
株
式
会
社
 

U 
日
本
無
線
株
式
会
社
 

V 
株
式
会
社
ア
イ
・
デ
ィ
・
エ
ス
 

W 
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
高
知
支
店
 

X 
日
本
無
線
株
式
会
社
、
株
式
会
社
コ
ム
・
ア
ン
ド
・
コ
ム
 

Y 
三
菱
電
機
株
式
会
社
 

Z
 

三
菱
・
富
士
通
・
エ
コ
ー
特
定
建
設
工
事
共
同
事
業
体
 

 

（
（

シ
ス

テ
ム

ベ
ン

ダ
ー

等
の

パ
ッ

ケ
ー

ジ
ソ

フ
ト

【
詳

細
】
））

 

自
治
体
 

ソ
フ
ト
名
 

販
売
メ
ー
カ
ー
 

A 
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
 

N
E
C
 

B 
不
明
 

富
士
通
 

C 
無
記
入
 

東
京
ガ
ス
 

D 
防
災
パ
ッ
ケ
ー
ジ
 

株
式
会
社

N
T
T
デ
ー
タ
 

E 
W
eb
E
OC
 

N
TT

西
日
本
 

F 
S
e
n
d
M
a
g
i
c
 

株
式
会
社
ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
ス
 

G 
不
明
 

N
T
T
西
日
本
 

H 
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
、

一
斉
指
令
シ
ス
テ
ム
 

日
本
電
気
株
式
会
社
、
富
士

通
株
式
会
社
 

I 
不
明
 

不
明
 

J 
無
記
入
 

N
EC
 

K 
防
災
情
報
メ
ー
ル
シ
ス

テ
ム
 

日
本
気
象
協
会
 

L 
九
州
広
域
防
災
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
 

（
一
社
）
九
州
テ
レ
コ
ム
振

興
セ
ン
タ
ー
 

M 
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
 

日
本
電
気
株
式
会
社
 

N 
無
記
入
 

N
T
T
デ
ー
タ
関
西
 

O 
防
災
支
援
 

日
本
電
気
株
式
会
社
 

P 
S
AV
E
ai
d 

日
本
ユ
ニ
シ
ス
 

Q 
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
 

日
本
電
気
株
式
会
社
 

R 
総
合
防
災
情
報
シ
ス
テ

ム
 

日
本
電
気
株
式
会
社
 

S 
わ
が
街
ガ
イ
ド
 

株
式
会
社
パ
ス
コ
 

T 
防
災
情
報
制
御
シ
ス
テ

ム
 

新
潟
市
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7 
 （

２
）
【

地
理

空
間

情
報

の
共

有
へ

の
対

応
】

 

位
置

情
報

と
関

連
付

け
ら

れ
た

防
災

情
報

や
災

害
情

報
（

地
理

空
間

情
報

）
を

他
機

関
と

共
有

す
る

技
術

的
な

仕
組

み
に

つ
い
て

、
現

在
の

状
況
や

今
後

の
意

向
を

お
教

え
下

さ
い

。
（

１
つ

選
択

）
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
 

       

 
 機 関

 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
そ

の
他

の
回

答
よ

り
、

約
3
割

の
都

道
府

県
が

既
に
「

地
理

空
間

情
報

を
既

に
導

入
済

」
と

回
答

し
て

い
る

 
 

約
4
割

の
都

道
府

県
が

「
既

存
の

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

を
改

修
す

る
予

定
で

あ
る

。
ま

た
は

、
現

在
、
改

修
し

、
地

理
空

間
情

報
を

取
り

入
れ

る
予

定
で

あ
る

」「
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
を

更
新

す
る

タ
イ

ミ
ン

グ
で

仕
様

に
取

り
入

れ
た

い
」
「

将
来

、
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

際
に

仕
様

に
取

り
入

れ
た

い
」

等
取

り
入

れ
る

予
定

と
回

答
し

て
い

る
 

 
現

時
点

で
「

未
検

討
」「

分
か

ら
な

い
」
は

合
わ

せ
て

約
1
割

で
あ

る
 

 
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
た

都
道

府
県

は

な
い

 

政 令 市

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

を

更
新

す
る

タ
イ

ミ
ン

グ
で

仕
様

に
取

り
入

れ
た

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
市

と
B
市

の
み

が
「

既
存

の
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
を

改
修

す
る

予
定

で
あ

る
」
と

回
答

し
て

い
る

 
 

C
市

と
D
市

の
み

が
「

必
要

な
い

」
に

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
市

は
「

既
存

の
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
を

改
修

す
る

予
定

で
あ

る
。」

と
「

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

を
更

新
す

る
タ

イ
ミ

ン
グ

で
仕

様
に

取
り

入
れ

た
い

」
の

両
方

に
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 
 

 

（
改

修
予

定
【

詳
細

】（
改

修
年

度
、

運
用

開
始

予
定

））
 

自
治
体
 

改
修
予
定
 

A 

既
存
シ
ス
テ
ム
に
も

GI
S
機
能
は
あ
る
が
、
ベ
ー
ス
地
図
の
更
新
頻
度
の
面
で
問
題
を
抱
え

て
い
る
た
め
、
次
回
シ
ス
テ
ム
更
新
の
際
に
は
、
他
機
関
の
地
図
情
報
の
取
込
に
つ
い
て
検

討
を
す
る
。
 

B 
既
に
地
理
空
間
情
報
に
対
応
し
て
い
る
。
 

C 
シ
ス
テ
ム
に
機
能
無
し
 

D 
次
期
シ
ス
テ
ム
詳
細
設
計
で
検
討
中
 

E 
既
存
の
シ
ス
テ
ム
に
地
理
空
間
情
報
を
共
有
す
る
独
自
の
仕
組
み
が
あ
る
。
 

F 

地
理
空
間
情
報
の
定
義
を
理
解
し
て
い
な
い
の
で
す
が
、
公
共
情
報
コ
モ
ン
ズ
以
外
の
シ
ス

テ
ム
と
の
連
携
は
、
現
在
、
想
定
で
き
て
い
な
い
。
有
効
で
あ
る
な
ら
、
共
有
に
つ
い
て
検

討
し
た
い
。
 

G 
必
要
性
が
出
た
時
点
で
検
討
す
る
。
 

H 
導
入
済
み
で
あ
る
。
 

I 
改
修
年
度
：
2
7
年
度
予
定
、
運
用
開
始
予
定
未
定
 

J
 

改
修
年
度
：
平
成

2
7
年
度
、
運
用
開
始
予
定
：
平
成

2
8
年

4
月
 

K
 

改
修
年
度
：
平
成

2
7
年
度
、
運
用
開
始
予
定
：
平
成

2
8
年

4
月
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8 
 （

３
）
【

外
部

の
機

関
が

作
成

す
る

情
報

の
利

用
】

災
害

対
応

や
防

災
対

策
に

お
い

て
、

貴
団

体
以

外
の

防
災

関
係

機
関
が

作
成

す
る

情
報
で

必
要

な
も

の
を

挙
げ

て
く

だ
さ
い

。（
複

数
選

択
可

）
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
  

（
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A
 

通
信
会
社
の
拠
点
交
換
局
の
位
置
情
報
、
電
力
会
社
の
拠
点
発
変
電
所
の
位
置
情
報
 

B
 

被
害
状
況
が
分
か
る
写
真
 

C
 

国
・
他
県
等
の
広
域
応
援
及
び
受
援
に
係
る
情
報
 

D
 

道
路
情
報
 

E
 

検
討
中
 

F
 

上
記
の
よ
う
な
事
前
に
把
握
で
き
る
情
報
を
除
く
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
災
害
情
報
 

G 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定
し
て
お

り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

H
 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
拠
点
情
報
 

I
 

特
に
な
し
 

J 
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
情
報
、
道
路
通
行
規
制
情
報
、
気
象
情
報
等
 

 

 
 機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
「

そ
の

他
」
を

除
く

全
て

の
項

目
に

お
い

て
、

3
0
以

上
の

都

道
府

県
が

必
要

で
あ

る
と

回

答
し

て
い

る
 

 
そ

の
他

と
し

て
、
通

信
、
電

力
、
道

路
、
被

害
状

況
、

支
援

状
況

等
の

回
答

が
み

ら
れ

た
 

政 令 市

 

 
1
1

の
政

令
市

が
「

広
域

防
災

拠
点

、
広

域
避

難
所

、
物

資
拠

点
、
広

域
搬

送
拠

点
、
ヘ

リ
ポ

ー
ト

等
の

防
災

施
設

位
置

情

報
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
市

は
「

そ
の

他
（

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

拠
点

情

報
）」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
B
市

は
「

そ
の

他
（

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

情
報

、

道
路

通
行

規
制

情
報

、
気

象
情

報
等

）」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

 

1
 
市
町
村
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
 

2
 
市
町
村
の
防
災
施
設
等
の
位
置
情
報
 

3
 
重
要
施
設
（
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
、

火
薬
類
製
造
所
ほ
か
）
の
位
置
情
報
 

4
 
広
域
防
災
拠
点
、
広
域
避
難
所
、
物

資
拠
点
、
広
域
搬
送
拠
点
、
ヘ
リ
ポ
ー
ト

等
の
防
災
施
設
位
置
情
報
 

5
 
物
資
・
資
機
材
等
備
蓄
情
報
 

6
 
被
害
推
定
（
震
度
分
布
、
浸
水
想
定

域
）
、
自
然
災
害
リ
ス
ク
情
報
（
災
害
履

歴
等
）
 他
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9 
 （

４
）
【

外
部

の
機

関
が

作
成

す
る

情
報

の
利

用
】

災
害

対
応

や
防

災
対

策
に

お
い

て
、

リ
ア

ル
タ

イ
ム

に
観

測
ま

た
は
報

告
さ

れ
た

災
害
情

報
で

必
要

と
考

え
ら

れ
る

も
の
を

挙
げ

て
く

だ
さ

い
。（

複
数

選
択

可
）

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

  
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

備
蓄
情
報
 

B
 

帰
宅
困
難
者
支
援
施
設
の
情
報
、
国
民
保
護
情
報
、
検
疫
情
報
、
災
害
拠
点
病
院
の
情
報
、
物
資
の
情
報
 

C
 

市
町
村
の
災
害
対
策
本
部
設
置
状
況
及
び
避
難
勧
告
・
指
示
情
報
、
救
護
所
設
置
状
況
 

D
 

災
害
の
種
類
に
よ
っ
て
異
な
る
。
 

E
 

命
に
関
わ
る
情
報
を
中
心
に
検
討
中
 

F
 

W
E
B
カ
メ
ラ
の
映
像
、
放
射
線
観
測
デ
ー
タ
 

G 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定
し
て

お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

H
 

テ
レ
ビ
視
聴
可
能
エ
リ
ア
（
ケ
ー
ブ
ル

T
V
等
含
む
）
 

I
 

土
砂
災
害
警
戒
判
定
メ
ッ
シ
ュ
情
報
 

J
 

備
蓄
情
報
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
「

そ
の

他
」

を
除

く
全

て
の

項
目

に
お

い
て

、
30

以
上

の

都
道

府
県

が
必

要
で

あ
る

と

回
答

し
て

い
る

 

 
そ

の
他

、
備

蓄
情

報
、
市

町
村

の
災

害
対

策
本

部
設

置
状

況
及

び
避

難
勧

告
・
指

示
情

報
、
救

護
所

設
置

状
況

、
W
E
B
カ

メ
ラ

の
映

像
、
放

射

線
観

測
デ

ー
タ

等
の

回
答

が
み

ら
れ

た
 

 
A
は
「

災
害

の
種

類
に

よ
っ

て
異

な
る

」
と

回

答
し

て
い

る
 

 
B
県

は「
命

に
関

わ
る

情
報

を
中

心
に

検
討

中
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
「

避
難

所
開

設
状

況
」「

そ
の

他
」

以
外

の
全

て
の

項
目

に

お
い
て

、
1
0
以

上
の

政
令

市

が
必

要
で

あ
る

と
回

答
し

て

い
る

 

 
C
市

は
「

そ
の

他
（

テ
レ

ビ
視

聴
可

能
エ

リ
ア

（
ケ

ー
ブ

ル
T
V
等

含
む

）
）」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
D
市

は
「

そ
の

他
（

土
砂

災
害

警
戒

判
定

メ
ッ

シ
ュ

情
報

）」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

  

 
1 

気
象
情
報
 

 
2 

地
震
情
報
 

 
3 

津
波
情
報
 

 
4 

火
山
情
報
 

 
5 

土
砂
災
害
警
戒
情
報
 

 
6 

河
川
情
報
 

 
7 

道
路
情
報
 

 
8
 
停
電
エ
リ
ア
 

 
9
 
通
話
可
能
エ
リ
ア
(
固
定
電
話
) 

1
0
 
通
話
可
能
エ
リ
ア
(
携
帯
電
話
) 

1
1
 
鉄
道
運
行
情
報
 

1
2
 
ガ
ス
供
給
可
能
エ
リ
ア
 

1
3
 
上
下
水
道
供
給
可
能
エ
リ
ア
 

1
4
 
災
害
後
の
衛
星
写
真
や
航
空
写
真
 

1
5
 
国
や
隣
接
都
道
府
県
の
被
害
情
報
 

1
6 

市
町
村
の
被
害
情
報
 

1
7
 
市
町
村
の
避
難
所
開
設
状
況
 

1
8
 
自
衛
隊
・
海
上
保
安
庁
・
警
察
等

の
展
開
情
報
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 （
５

）
【

外
部

機
関

へ
の

情
報

提
供

】
防

災
情

報
や

災
害

情
報

を
外

部
機

関
へ

提
供

す
る

こ
と

に
関

す
る

ご
意

向
を

、
下
記

の
情

報
項

目
ご
と

に
お

答
え

く
だ

さ
い

。
な

お
、
こ

こ
で

は
、

マ
ス

コ
ミ

を
対

象
と

し
た

記
者

発
表

や
一

般

住
民

を
対

象
と

し
た

広
報

は
除

き
、

外
部

機
関

を
対

象
と

し
た

情
報

提
供

に
つ

い
て

回
答

く
だ

さ
い

。（
各

項
目

に
つ

き
そ

れ
ぞ

れ
１

つ
選

択
）

 

＜
防

災
情

報
＞

避
難

指
示

、
勧

告
、

準
備

情
報

の
発

表
情

報
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 

 

 

 
 

機 関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

半
数

の
都

道
府

県
が

「
外

部
機

関

の
情

報
シ

ス
テ

ム
へ

提
供

済
み

で
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

今
後

提
供

し
た

い
」「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

を
合

わ
せ

る
と

、
8
割

以
上

の
都

道
府

県
が

情
報

提
供

は
必

要
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
県

は
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

6
割

の
政

令
市

が
「

外
部

機
関

の

情
報

シ
ス

テ
ム

へ
提

供
済

み
で

あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
B
市

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
C
市

、
D
市

、
E
市

は
「

今
後

提
供

し
た

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 避
難

所
開

設
状

況
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
  

 
 機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
約

5
割

の
都

道
府

県
が

「
外

部

機
関

の
情

報
シ

ス
テ

ム
へ

提
供

済
み

で
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と

「
今

後
提

供
し

た
い

」

「
情

報
シ

ス
テ

ム
を

媒
介

し
な

い
が

、
外

部
機

関
へ

提
供

し
て

い
る

」
を

合
わ

せ
る

と
、
8
割

以

上
の

都
道

府
県

が
情

報
提

供
は

必
要

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

、
B
県

、
C
県

、
D
県

、
E

県
、

F
県

は
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」
と

回
答

し
て

い

る
 

政 令 市

 

 
約

6
割

の
政

令
市

が
「

外
部

機

関
の

情
報

シ
ス

テ
ム

へ
提

供
済

み
で

あ
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
G
市

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

な
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
H
市

、
I
市

、
J
市

の
み

が
「

今

後
提

供
し

た
い

」
と

回
答

し
て

い
る

。
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 被
害

想
定

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
そ

の
よ

う
な

デ
ー

タ
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
情

報
シ

ス
テ

ム
を

媒
介

し
な

い
が

、
外

部
機

関
へ

提

供
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

の
み

が
「

外
部

機
関

の
情

報
シ

ス

テ
ム

へ
提

供
済

み
で

あ
る

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 防
災

施
設

等
の

位
置

情
報

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

  

 

 
 

機 関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
そ

の
よ

う
な

デ
ー

タ
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
「

外
部

機
関

の
情

報
シ

ス
テ

ム
へ

提
供

済
み

で
あ

る
」
「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
都

道
府

県
は

と
も

に
約

2
割

と
な

っ
て

い
る

 

 
上

記
と

「
今

後
提

供
し

た
い

」
を

合
わ

せ
る

と
、

半
数

以
上

の
都

道
府

県
が

情

報
提

供
は

必
要

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

無
い

」
と

回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

、
C
市

は
「

今
後

提
供

し
た

い
」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
市

、
B
市

は
「

提
供

す
る

必
要

性
が

な
い

」
と

回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 ＜
災

害
情

報
＞

被
害

状
況

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

  

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
情

報
シ

ス
テ

ム
を

媒
介

し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
外

部
機

関
の

情
報

シ
ス

テ

ム
へ

提
供

済
み

で
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

今
後

提
供

し
た

い
」
を

合
わ

せ
る

と
、
8
割

以
上

の
都

道
府

県
が

情
報

提
供

は
必

要
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
県

、
B
県

の
み

が
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

外
部

機
関

の
情

報
シ

ス
テ

ム

へ
提

供
済

み
で

あ
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
C
市

、
D
市

の
み

が
「

今
後

提
供

し
た

い
」

と
回

答

し
て

い
る

 

 
E
市

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

な
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
F
市

は
「

外
部

機
関

の
情

報
シ

ス
テ

ム
へ

提
供

済
み

で
あ

る
」

と
「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」
の

両
方

に
回

答
し

て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

情
報

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
 

 
 

（
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A
 

電
気
、
通
信
、
交
通
 

B
 

電
力
、
ガ
ス
、
上
水
道
 

C 
未
定
 

D
 

電
気
、
ガ
ス
、
通
信
、
水
道
、
鉄
道
、
船
舶
 

E
 

電
気
・
ガ
ス
・
交
通
 

F 
電
力
 

G
 

上
水
道
、
下
水
道
 

H
 

電
話
、
ガ
ス
、
水
道
な
ど
 

I
 

上
下
水
道
 

J
 

停
電
情
報
等
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
情

報
シ

ス
テ

ム
を

媒
介

し
な

い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と

「
外

部
機

関
の

情
報

シ
ス

テ
ム

へ
提

供
済

み
で

あ

る
」「

今
後

提
供

し
た

い
」

を
合

わ
せ

る
と

、
4
割

以
上

の

都
道

府
県

が
情

報
提

供
は

必
要

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

、
B
県

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

性

が
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

今
後

提
供

し
た

い
」
と

回
答

し
て

い

る
 

 
上

記
と

「
外

部
機

関
の

情
報

シ
ス

テ
ム

へ
提

供
済

み
で

あ

る
」
を

合
わ

せ
る

と
、
約

5
割

の
政

令
市

が
情

報
提

供
は

必

要
と

回
答

し
て

い
る

 

 
C
市

、
D
市

、
E
市

の
み

が
「

提
供

す
る

必
要

が
無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
F
市

、
G
市

、
H
市

の
み

が
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 気
象

、
土

砂
、

火
山

、
河

川
等

の
観

測
情

報
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

  

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
外

部
機

関
の

情
報

シ
ス

テ
ム

へ
提

供

済
み

で
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

今
後

提
供

し
た

い
」「

情
報

シ
ス

テ
ム

を
媒

介
し

な
い

が
、

外
部

機
関

へ
提

供
し

て
い

る
」

を
合

わ
せ

る
と

、
約

7
割

の
都

道
府

県
が

情
報

提
供

は
必

要
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
、
B
県
、
C
県

、
D
県

は
「

提
供

す

る
必

要
性

が
無

い
」

と
回

答
し

て

い
る

 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

提
供

す
る

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

外
部

機
関

の
情

報
シ

ス
テ

ム
へ

提
供

済

み
で

あ
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
上

記
と

「
情

報
シ

ス
テ

ム
を

媒
介

し
な

い
が

、
外

部
機

関
へ

提

供
し

て
い

る
」

を
合

わ
せ

る
と

、
約

3
割

の
政

令
市

が
情

報
提

供
は

必
要

と
回

答
し

て
い

る
 

 
E
市

、
F
市

、
G
市

、
H
市

は
「

そ
の

よ
う

な
デ

ー
タ

が
無

い
」

と
回

答

し
て

い
る

 

 
 

 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
６

）
【

外
部

機
関

へ
の
情
報

提
供

】（
５

）
に
掲

載
さ
れ
て

い
る

項
目

の
他

に
外

部
機

関
に

提
供

可
能

な
災

害
情

報
が

あ
れ

ば
お

答
え

く
だ

さ
い

。
 

（
７

）
【

外
部

機
関

へ
の
情
報

提
供
】
防

災
情
報

や
災
害
情

報
を
外

部
機

関
に

提
供

す
る

際
の

疑
問

点
、

懸
念

事
項

が
あ

れ
ば

お
書

き
く

だ
さ

い
。

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体
的
な

特
徴
と
傾

向
 

（
５

）
に

掲
載

さ
れ

て
い
る

項
目
の
他

に
外
部

機
関
に
提

供
可

能
な

災
害

情
報

」
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

災
害
対
策
本
部
等
の
設
置
状
況
 

B
 

災
害
対
策
活
動
情
報
、
生
活
再
建
支
援
情
報
 

 防
災

情
報

や
災

害
情

報
を
外

部
機
関
に

提
供
す

る
際
の
疑

問
点

、
懸

念
事

項
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
県

シ
ス

テ
ム

に
報
告
さ

れ
る

情
報

は
速
報
と

し
て

の
意
味
合
い
が
強
く
、
正
確
性
の
保
証
が
な
い
た
め
、
県
シ
ス
テ
ム
の
ユ
ー
ザ
ー
で
あ
る
市
町
村

･
消

防
･
警

察
･陸

上
自

衛
隊
以

外
の
外
部

機
関

に
そ

の
ま
ま
で

提
供

す
る
こ
と
は
難
し
い
場
合
も
あ
る
。
 

B
 

情
報

元
が
自

機
関
以
外

か
ら

の
も

の
で
あ
る

場
合

、
そ
の
二
次
利
用
、
三
次
利
用
…
に
つ
い
て
協
定
の
必
要
性
や
情
報
の
歯
止
め
に
つ
い
て
懸
念
さ
れ

る
。
 

C 
災

害
情

報
シ

ス
テ
ム
の

入
力

ソ
ー

ス
は
区
市

町
村

や
防
災
関
連
機
関
の
も
の
が
多
く
、
こ
れ
ら
の
情
報
を
第
三
者
へ
提
供
す
る
た
め
に
は
、
入
力
ソ
ー

ス
元

の
承

諾
や

調
整

が
必
要

と
な
る
 

D
 

個
人

情
報
や

未
確
認
情

報
な

ど
の

内
部
情
報

に
関

す
る
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

E 

被
害

情
報
を

全
て
自
動

的
に

外
部

へ
発
出
す

る
と

、
 

・
情

報
の
確

か
さ
が
必

要
 

・
情

報
を
入

力
す
る
者

、
も

し
く

は
、
組
織

の
判

断
が
必
要
 

な
ど

に
よ
っ

て
、
速
報

性
が

損
な

わ
れ
る
こ

と
を

懸
念
し
て
い
る
。
 

ま
た

、
市
や

町
で
は
住

民
生

活
に

密
着
し
た

被
害

情
報
が
必
要
で
あ
る
が
（
例
え
ば
、
○
○
丁
目
の
○
○
さ
ん
の
お
宅
の
側
溝
が
詰
ま
っ
て
水
が
溢
れ

て
い

る
等

）
、

国
で

は
大
局

を
見
極
め

る
必

要
が

あ
り
、
規

模
な

ど
が
把
握
で
き
る
集
計
さ
れ
た
情
報
が
必
要
と
考
え
て
い
る
。
 

速
報

性
と
確

か
さ
を
両

立
す

る
こ

と
は
難
し

い
こ

と
か
ら
、
本
県
で
は
情
報
収
集
の
速
報
性
を
優
先
と
し
た
シ
ス
テ
ム
と
し
、
外
部
へ
の
情
報
発
信
等

は
運

用
で

カ
バ

ー
す

る
こ
と

を
考
え
て

い
る

。
 

F 
そ

も
そ

も
外

部
機
関
と

一
口

に
言

っ
て
も
、

様
々

な
機
関
が
あ
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
機
関
ご
と
に
提
供
す
べ
き
情
報
は
何
か
、
と
い
う
と
こ
ろ
か
ら

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
と
思

わ
れ
ま
す

。
 

G 
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
情
報
に

つ
い

て
は

、
情
報
を

収
集

し
て
外
部
機
関
に
連
携
さ
せ
る
の
で
は
な
く
、
全
国
統
一
シ
ス
テ
ム
等
に
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
事
業
者
が

入
力

し
、

そ
の

情
報

を
得
る

仕
組
み
と

さ
れ

た
い

。
 

H
 

今
後

、
防
災

情
報
シ
ス

テ
ム

を
新

規
構
築
す

る
が

、
連
携
に
必
要
な
仕
様
（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
等
）
を
ご
教
示
願
い
た
い
。
 

I
 

余
計

な
混
乱

を
招
く
た

め
、

不
確

定
情
報
は

外
部

機
関
へ
提
供
す
べ
き
で
は
な
い
と
考
え
る
。
 

J
 

発
表

し
た
市

区
町
村
名

を
明

示
し

て
公
表
さ

れ
る

可
能
性
が
あ
る
場
合
、
そ
の
情
報
の
精
度
を
求
め
ら
れ
る
と
、
迅
速
性
が
犠
牲
に
な
る
側
面
が
あ
る

。
 

K 
情

報
を

渡
す

こ
と
に
つ

い
て

な
ん

の
難
し
い

事
項

な
ど
は
無
い
が
、
し
ば
し
ば
情
報
を
取
る
だ
け
の
た
め
に
県
・
国
か
ら
問
い
合
わ
せ
を
受
け
る
が
、

基
礎

自
治

体
の

責
務

で
あ
る

住
民
保
護

を
な

い
が

し
ろ
に
し

て
ま

で
、
県
・
国
に
情
報
を
提
供
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
？
県
・
国
は
自
ら
情
報
を
取
り
に
来
る
べ
き
と

考
え

る
（

あ
る

い
は

頻
度
を

下
げ
る
と

か
、

初
動

時
に
は
連

絡
を

取
ら
な
い
と
か
）
。
 

L 
秘
密
の
保
持
 

M
 

災
害

情
報
に

つ
い
て
、

Ｌ
ア

ラ
ー

ト
に
よ
る

情
報

提
供
と
の
違
い
は
？
 

N 
情
報
の
制
御
 

O
 

責
任
分
界
点
、
シ
ス
テ
ム
改
修
の
費
用
負
担

 
 

 
 

 

 平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
８

）
【

背
景

地
図

の
整

備
と

利
用

】
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
に

お
い

て
背

景
地

図
と

し
て

利
用

す
る

こ
と

が
考

え
ら

れ
る
下

記
の

地
図

に
つ
い

て
、

現
在

の
利

用
状

況
と

今
後
の

ご
意

向
を

お
答

え
く

だ
さ

い
。（

各
項

目
に

つ
き

そ
れ

ぞ
れ

１
つ

選
択

）
 

共
用

空
間

デ
ー

タ
（

庁
内

に
あ

る
複

数
の

部
署

が
共

用
す

る
デ

ー
タ

）
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

シ
ス
テ
ム
に
機
能
無
し
 

B
 

情
報
更
新
、
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
に
難
が
あ
り
、
使
用
し
て
い
な
い
。
 

C
 

現
在
は
未
利
用
、
次
期
更
新
時
に
利
用
を
検
討
 

D
 

統
合
型

G
I
S
運
用
中
 

E
 

次
期
更
新
の
際
に
検
討
し
た
い
。
 

F 
利
用
し
た
い
が
シ
ス
テ
ム
が
重
く
な
り
回
線
速
度
の
低
い
通
信
回
線
の
場
合
に
課
題
が
あ
る

の
で
は
。
 

G
 

構
築
時
に
移
行
を
予
定
 

H
 

国
や
市
町
村
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
検
討
し
た
い
。
 

I 
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
地
図
デ
ー
タ
を
利
用
し
て
い
る
た
め
、
防
災
の
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
に

対
応
で
き
な
い
。
 

J 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
の
導
入
を
検
討
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携

に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

K 
独
自
に

K
市
庁
内

G
IS

と
し
て
利
用
し
て
い
る
が
、
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
し
て
連
携
し
て

い
な
い
。
 

L 
未
定
 

M 
不
明
 

 

 
 

機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
利

用
し

て
い

る
」
と

回

答
し

た
都

道
府

県
は

約
1
割

に
と

ど
ま

る
 

 
「

デ
ー

タ
が

あ
る

の
で

利
用

し
た

い
」
「

デ
ー

タ
が

あ

る
の

で
利

用
し

た
い

が
目

的
外

の
利

用
が

で
き

な
い

」

「
そ

の
他

」
の

回
答

を
合

わ
せ

る
と

、
3
割

以
上

の
都

道
府

県
で

デ
ー

タ
の

利
用

を
考

え
て

い
る

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
そ

の
よ

う
な

デ
ー

タ
が

無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

の
み

が
「

必
要

性
が

な
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
利

用
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

デ
ー

タ
が

あ
る

の
で

利
用

し
た

い
」
を

合
わ

せ
る

と
、
8
割

の
政

令
市

が
デ

ー
タ

の
利

用
を

考
え

て

い
る

 

 
B
市

は
、
「

そ
の

他
（

独
自

に
B
市

庁
内

G
I
S
と

し
て

利
用

し
て

い
る

が
、
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
と

し
て

連
携

し
て

い
な

い
）」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 電
子

国
土

W
e
b
シ

ス
テ

ム
（

国
土

地
理

院
に

よ
る

We
b
-
G
I
S
）

の
地

図
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

更
新
の
際
に
検
討
 

B
 

シ
ス
テ
ム
に
取
り
込
ま
な
い
で
利
用
 

C
 

防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
連
携
す
る
統
合
型

GI
S
で
利
用
し
て
い
る
。
 

D
 

シ
ス
テ
ム
に
機
能
無
し
 

E
 

検
討
中
 

F
 

次
期
シ
ス
テ
ム
詳
細
設
計
で
検
討
中
 

G
 

既
に
民
間
の
地
図
サ
ー
ビ
ス
を
背
景
地
図
と
し
て
使
用
中
 

H
 

現
在
は
未
利
用
、
次
期
更
新
時
に
利
用
を
検
討
 

I
 

視
認
性
が
悪
い
 

J
 

具
体
的
な
検
討
を
し
て
い
な
い
。
 

K
 

次
期
更
新
の
際
に
検
討
し
た
い
。
 

L
 

検
討
し
て
い
な
い
。
 

M
 

次
期
更
新
の
際
に
検
討
し
た
い
。
 

N
 

国
や
市
町
村
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
検
討
し
た
い
。
 

O 
商
用
の
有
償
地
図
に
比
べ
、
商
用
施
設
等
の
情
報
量
が
少
な
い
た
め
、
位
置
情
報
が
分
か
り
に

く
い
。
 

P 
紙
ベ
ー
ス
で
は
、
グ
リ
ッ
ド
の
入
っ
た
電
子
国
土

W
e
b
シ
ス
テ
ム
の
地
図
を
利
用
し
て
い
る
た

め
、
シ
ス
テ
ム
構
築
の
際
に
は
検
討
し
た
い
。
 

Q 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ

ム
の
整
備
を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 

 
 

機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
利

用
し

て
い

る
」

と
回

答
し

た
都

道
府

県
は

約
1
割

に
と

ど
ま

る
。

 

 
「

次
期

更
新

ま
た

は
更

新
の

際
に

利
用

し
た

い
」
が

、
約

2
割

あ
り

、「
そ

の
他

」
の

内
容

に
も

利
用

に
し

た
い

意

向
が

確
認

さ
れ

る
が

、
シ

ス
テ

ム
で

の
利

用
は

実
現

で

き
て

い
な

い
 

 
1

割
以

上
の

都
道

府
県

で
「

必
要

性

が
無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

、
B
県

、
C
県

で
「

デ
ー

タ
が

無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 

政 令 市

 

 
「

次
期

更
新

ま
た

は
更

新
の

際
に

利
用

し
た

い
」

の
回

答
が

約
2
割

あ
り

、「
そ

の
他

」
の

内
容

に
も

利
用

に
し

た
い

意
向

が
確

認
さ

れ
る

が
、

シ
ス

テ
ム

で
の

利
用

は

実
現

で
き

て
い

な
い

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

デ
ー

タ
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
D

市
の

み
が

「
既

に
防

災
情

報
シ

ス

テ
ム

で
利

用
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
。

 

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 国
土

地
理

院
の

数
値

地
図

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 

 

（
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A
 

防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
連
携
す
る
統
合
型

GI
S
で
利
用
し
て
い
る
。
 

B
 

シ
ス
テ
ム
に
機
能
無
し
 

C
 

未
検
討
 

D
 

既
に
民
間
の
地
図
サ
ー
ビ
ス
を
背
景
地
図
と
し
て
使
用
中
 

E
 

現
在
は
未
利
用
、
次
期
更
新
時
に
利
用
を
検
討
 

F
 

具
体
的
な
検
討
を
し
て
い
な
い
。
 

G
 

県
レ
ベ
ル
で
は
不
要
、
市
町
村
レ
ベ
ル
で
は
必
要
 

H
 

検
討
し
て
い
な
い
。
 

I
 

検
討
中
 

J
 

現
行
シ
ス
テ
ム
で
は
必
要
と
し
て
い
な
い
。
 

K
 

ク
ラ
ウ
ド
上
で
の
シ
ス
テ
ム
構
築
が
困
難
 

L
 

国
や
市
町
村
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
検
討
し
た
い
。
 

M 
商
用
の
有
償
地
図
に
比
べ
、
商
用
施
設
等
の
情
報
量
が
少
な
い
た
め
、
位
置
情
報
が

分
か
り
に
く
い
。
 

N 
シ
ス
テ
ム
構
築
の
際
に
は
、
電
子
国
土

W
eb

シ
ス
テ
ム
と
比
較
し
た
う
え
で
必
要
性

に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
 

O
 

防
災
利
用
に
適
し
て
い
る
か
分
か
ら
な
い
。
 

P 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す

る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い

て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
で

「
既

に
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム

で
利

用
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
「

予
算

の
都

合
が

付
け

ば
次

期
更

新
の

際
に

利
用

し

た
い

」
が

約
2
割

あ
り

、「
そ

の
他

」
の

内
容

に
も

利

用
に

し
た

い
意

向
が

確
認

さ
れ

る
が

、
シ

ス
テ

ム
で

の
利

用
は

実
現

で
き

て
い

な
い

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
で

「
必

要
性

が
無

い
」

と
回

答

し
て

い
る

 

 
A

県
で

は
「

シ
ス

テ
ム

に
機

能
無

し
」
、

B
県

で
は

「
ク

ラ
ウ

ド
上

で
の

シ
ス

テ
ム

構
築

が
困

難
」

と
、

シ
ス

テ
ム

的
な

制
約

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
C
市

、
D
市

の
み

が
「

予
算

の
都

合
が

付
け

ば
次

期

更
新

の
際

に
利

用
し

た
い

」
と

回
答

し
て

い
る

。
 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

そ
の

他
」

と
回

答
し

て
お

り
、
内

容
は
「

国
土

地
理

院
と

の
協

定
の

範
囲

内
で

利
用

し
た

い
」
「

情
報

と
し

て
は

活
用

し
て

い
る

が

背
景

地
図

と
し

て
の

利
用
予

定
は

な
い
」
「

予
算

が

な
い

」
「

不
明

、
未

定
、

要
検

討
」

等
と

な
っ

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 商
用

の
有

償
地

図
（

住
宅

地
図

等
）

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
連
携
す
る
統
合
型

GI
S
で
利
用
し
て
い
る
。
 

B
 

シ
ス
テ
ム
に
機
能
無
し
 

C
 

未
検
討
 

D
 

次
期
シ
ス
テ
ム
詳
細
設
計
で
検
討
中
 

E
 

次
期
の
シ
ス
テ
ム
構
築
で
利
用
す
る
。
 

F
 

今
後
検
討
し
た
い
。
 

G
 

分
か
ら
な
い
。
有
用
性
の
検
討
が
必
要
と
考
え
る
。
 

H
 

検
討
中
 

I
 

シ
ス
テ
ム
構
築
の
際
に
必
要
性
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
 

J 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備

を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

K 
未
定
 

L
 

予
算
が
な
い
 

M
 

入
手
済
 

N
 

要
検
討
 

O
 

デ
ー
タ
は
あ
る
た
め
シ
ス
テ
ム
を
改
修
し
、
利
用
し
た
い
。
 

 
 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
3
割

の
都

道
府

県
で
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
利

用
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
「

予
算

の
都

合
が

付
け

ば
次
「

そ
の

他
」
の

内
容

に
も

利
用

に
し

た
い

意
向

が
確

認
さ

れ
る

が
、

シ
ス

テ
ム

で
の

利
用

は
実

現
で

き
て

い
な

い
 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
で
「

必
要

性
が

無
い

」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

で
は
「

シ
ス

テ
ム

に
機

能
無

し
」
と

、

シ
ス

テ
ム

的
な

制
約

が
挙

げ
ら

れ
て

い

る
 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ

ス
テ

ム
で

利
用

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

予
算

の
都

合
が

付

け
ば

次
期

更
新

の
際

に
利

用
し

た
い

 
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
B
市

、
C
市

、
D
市

の
み

が
「

必
要

性
が

無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
９

）
【

背
景

地
図

の
整
備
と

利
用

】（
８

）
に
掲

載
さ
れ
て

い
る

項
目

の
他

に
航

空
写

真
や

地
図

が
あ

れ
ば

、
そ

の
名

称
や

利
用

の
可

能
性

と
利

用
の
有

無
、
ご

意
向
を
お

書
き
く

だ
さ
い
。
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体
的
な

特
徴
と
傾

向
 

 自
治
体
 

内
容
 

A 
G
oo
g
le
 

Ma
p
の
無
償
利
用
 

B
 

新
災

害
情
報

シ
ス
テ
ム

で
は

グ
ー

グ
ル
マ
ッ

プ
を

有
償
に
て
利
用
予
定
 

C
 

利
用
し
て
い
な
い
。
 

D
 

既
に
航
空
写
真
を
利
用

 

E 
現

行
シ

ス
テ

ム
に
お
い

て
は

上
記

（
商
用
地

図
）

以
外
な
し
。
新
シ
ス
テ
ム
へ
の
更
新
に
あ
た
り
、
航
空
写
真
を
導
入
し
、
商
用
地
図
と
切
替
え
て
表

示
で

き
る

よ
う

検
討

し
て
い

る
。
 

F
 

ゼ
ン
リ
ン
住
宅
地
図
 

G
 

災
害

発
生
後

の
災
害
概

況
を

掌
握

す
る
た
め

に
、

上
空
写
真
（
斜
め
・
垂
直
）
を
提
供
頂
き
、
県
・
市
町
等
の
防
災
機
関
で
共
有
し
た
い
。
 

H
 

J
A
X
A
衛
星
画
像
、
津
波
浸
水
想
定
、
活
断
層
情
報
、
農
研
機
構
、
O
p
en
St
re
et
Ma
p 

I 
G
oo
g
le

マ
ッ
プ
の
利
用
有
 

J
 

基
盤

に
は
電

子
国
土
を

利
用

し
て

い
る
が
、

表
示

だ
け
で
あ
れ
ば
、
グ
ー
グ
ル
マ
ッ
プ
（
無
償
版
）
も
利
用
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
。
 

K
 

ベ
ン
ダ
ー
保
有
の
地
図
デ
ー
タ
 

L
 

す
で
に
導
入
済
（
多
用
途
）
 

 

  
 

 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 ２
．

情
報

シ
ス

テ
ム

と
の

連
携

に
つ

い
て

 

（
１

）
【

既
存

情
報

シ
ス

テ
ム

と
の

連
携

】
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
と

、
下

記
に

挙
げ

る
情

報
シ

ス
テ

ム
と

の
連

携
の

必
要
性

に
つ

い
て

、
現
在

の
状

況
と

今
後

の
ご

意
向

を
お
答

え
く

だ
さ

い
。（

各
項

目
に

つ
き

そ
れ

ぞ
れ

１
つ

選

択
）

 

統
合

型
地

理
情

報
シ

ス
テ

ム
（

統
合

型
G
I
S
）

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 （

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A
 

シ
ス
テ
ム
を
導
入
済
み
で
あ
る
。
 

B 
必
須
で
は
な
い
が
あ
れ
ば
良
い
と
思
う
。
一
方
、
シ
ス
テ
ム
の
規
模
が
大
き
く
な
り
す
ぎ
る
と
改
修
等
の
費
用
が
高

価
と
な
る
こ
と
を
懸
念
す
る
。
 

C
 

土
木
部
署
と
の
連
携
を
検
討
中
 

D
 

手
動
に
よ
る
連
携
を
導
入
済
み
。
 

E
 

災
害
時
や
被
災
時
の
安
定
稼
働
に
支
障
が
な
け
れ
ば
連
携
必
要
 

F 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定
し

て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

G
 

個
別
な
シ
ス
テ
ム
と
し
て
運
用
し
て
い
る
が
、
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
連
携
は
し
て
い
な
い
。
 

H
 

連
携
し
て
い
な
い
。
 

I
 

多
用
途
 

 
 

 
 機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
シ

ス
テ

ム
を

導
入

し
て

い
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
自

動
連

携
が

必
要

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
県

、
B
県

、
C
県

は
「

連
携

は
必

要
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
3
割

の
政

令
市

が
「

シ
ス

テ
ム

を
導

入

し
て

い
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
D
市

は
「

そ
の

他
（

個
別

な
シ

ス
テ

ム

と
し

て
運

用
し

て
い

る
が

、
防

災
情

報

シ
ス

テ
ム

と
連

携
は

し
て

い
な

い
）
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 個
別

業
務

型
GI
S
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
必
須
で
は
な
い
が
あ
れ
ば
良
い
と
思
う
。
一
方
、
シ
ス
テ
ム
の
規
模
が
大
き
く
な
り
す
ぎ
る
と
改
修
等
の
費
用
が

高
価
と
な
る
こ
と
を
懸
念
す
る
。
 

B
 

土
木
部
署
と
の
連
携
を
検
討
中
 

C
 

防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
構
築
時
に
移
行
予
定
 

D 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定

し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

E
 

個
別
の
シ
ス
テ
ム
と
し
て
運
用
し
て
い
る
。
 

F
 

連
携
に
は
課
題
が
多
く
難
し
い
。
 

G 
消
防

GI
S 

 

 
 機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が
「

シ
ス

テ
ム

を
導

入
し

て
い

な
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
「

自
動

連
携

が
必

要
」
と

回
答

し
て

い
る

都
道

府
県

は
1
割

程
度

に
と

ど
ま

る
 

 
A
県

、
B
県

、
C
県

、
D
県

は
「

連
携

は
必

要
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
3
割

の
政

令
市

が
「

シ
ス

テ
ム

を
導

入
し

て
い

な
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
E
市

は
シ

ス
テ

ム
を

導
入

し
て

い
な

い
」

以
外

の
す

べ
て

に
回

答
し

て
い

る
 

 
F
市

、
G
市

は
「

シ
ス

テ
ム

の
自

動
連

携

が
必

要
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 都
道

府
県

が
有

す
る

土
木

関
係

の
監

視
観

測
シ

ス
テ

ム
（

気
象

、
土

砂
、

火
山

、
河

川
等

）
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
 

 
 機
関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
4
割

の
都

道
府

県
が
「

自
動

連
携

が

必
要

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
「

そ
の

他
」
の

内
容

と
し

て
、「

既
に

連
携

済
」
で

あ
る

旨
の

回
答

が
確

認

さ
れ

る
 

 
約

1
割

の
都

道
府

県
が
「

連
携

は
必

要
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

の
み

が
「

手
動

に
よ

る
連

携
が

必
要

」
と

回
答

し
て

い
る

 

政 令 市

 

 
「

手
動

に
よ

る
連

携
が

必
要

」
以

外

の
回

答
が

そ
れ

ぞ
れ

約
2

割
と

な

っ
て

い
る

 

 
B
市

の
み

が
「

手
動

に
よ

る
連

携
が

必
要

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

（
名

称
等

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
河
川
砂
防
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
 

B 
河
川
情
報
シ
ス
テ
ム
、
道
路
情
報
シ
ス
テ
ム
、
土
砂

災
害
警
戒
情
報
シ
ス
テ
ム
 

C 
河
川
流
域
情
報
シ
ス
テ
ム
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
シ

ス
テ
ム
 

D 
河
川
・
砂
防
情
報
シ
ス
テ
ム
 

E 
気
象
、
土
砂
、
火
山
、
河
川
等
 

F 
土
砂
災
害
警
戒
情
報
シ
ス
テ
ム
、
河
川
水
位
、
雨
量

情
報
シ
ス
テ
ム
 

G 
水
位
雨
量
テ
レ
メ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
、
走
行
支
援
シ
ス

テ
ム
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
 

H 
既
に
自
動
連
携
し
て
い
る
 

I 
雨
量
水
位
情
報
シ
ス
テ
ム
、
土
砂
災
害
警
戒
情
報
シ

ス
テ
ム
な
ど
 

J 
土
木
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
 

K 
土
砂
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
 
、
河
川
情
報
シ
ス
テ

ム
、
道
路
情
報
シ
ス
テ
ム
、
冬
期
道
路
情
報
 

L 
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
管
理
シ
ス
テ
ム
 

M 
M
県
河
川
砂
防
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
 

N 
N
県
土
木
総
合
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
（
S
I
P
O
S
Ⅲ
）
 

O 
河
川
情
報
シ
ス
テ
ム
 

 

（
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A 
上
記
２
シ
ス
テ
ム
と
連
携
済
 

B 
リ
ン
ク
を
貼
り
付
け
て
い
る
 

C 
既
に
民
間
の
地
図
サ
ー
ビ
ス
を
背
景
地
図
と

し
て
使
用
中
 

D 
自
動
連
携
し
て
い
る
 

E 

必
須
で
は
な
い
が
あ
れ
ば
良
い
と
思
う
。
一

方
、
シ
ス
テ
ム
の
規
模
が
大
き
く
な
り
す
ぎ

る
と
改
修
等
の
費
用
が
高
価
と
な
る
こ
と
を

懸
念
す
る
。
 

F 
既
に
連
動
し
て
い
る
 

G 
土
木
部
署
と
の
連
携
を
検
討
中
 

H 
連
携
済
で
あ
る
 

I 
リ
ン
ク
連
携
 

J 
既
に
連
携
し
て
い
る
。
 

K 
自
動
連
携
済
み
 

L 
連
携
の
検
討
は
必
要
と
考
え
る
 

M 

来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信

す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ

ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の

内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後

検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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 J
-
ア

ラ
ー

ト
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 
 （

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
連
携
済
 

B 
既
に
連
携
し
て
い
る
。
 

C 
国
民
保
護
情
報
を
入
手
で
き
る
他
手
段
が
あ
れ
ば
必
要
無
い
。
 

D 
自
動
連
携
済
 

E 
必
須
で
は
な
い
が
あ
れ
ば
良
い
と
思
う
。
 

F 
既
に
連
動
し
て
い
る
。
 

G 
検
討
中
 

H 
連
携
済
で
あ
る
。
 

I 
自
動
連
携
済
み
 

J 
来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
予
定

し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

K 
シ
ス
テ
ム
の
目
的
が
違
う
の
で
連
携
し
て
い
な
い
。
 

L 
連
携
し
て
い
な
い
。
 

M 
既
に
連
携
し
て
い
る
。
 

N 
自
動
連
携
済
 

O 
シ
ス
テ
ム
導
入
済
 

P 
自
動
連
携
済
み
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
3
割

の
都

道
府

県
が

「
自

動
連

携
が

必
要

」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
3
割

の
都

道
府

県
が

「
連

携
は

必
要

な
い

」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
「

そ
の

他
」

の
内
容

と
し

て
、
「

既
に
連

携

済
」

で
あ

る
旨

の
回

答
が

確
認

さ
れ

る
 

 
A
県

、
B
県

の
み

が
「

手
動

に
よ

る

連
携

が
必

要
」

に
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

自
動

連
携

が
必

要
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
「

そ
の

他
」

の
内
容

と
し

て
、
「

既
に
連

携

済
」

で
あ

る
旨

の
回

答
が

確
認

さ
れ

る
 

 
C
市

、
B
市

、
C
市
の

み
が
「

連
携

は
必

要
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
２

）
【

既
存

情
報

シ
ス
テ
ム

と
の
連
携

】（
１
）
で

回
答
頂

い
た

他
に

自
動

的
な

シ
ス

テ
ム

連
携

が
必

要
と

考
え

ら
れ

る
情

報
シ

ス
テ

ム
を

お
持

ち
で
あ

れ
ば
、

そ
の
名
称

を
挙
げ

て
く
だ
さ

い
。
 

（
３

）
【

既
存

情
報

シ
ス
テ
ム

と
の
連
携

】（
１
）
で

回
答
頂

い
た

他
に

手
動

に
よ

る
シ

ス
テ

ム
連

携
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

情
報

シ
ス

テ
ム

を
お

持
ち
で

あ
れ
ば

、
そ
の
名

称
を
挙

げ
て
く
だ

さ
い
。
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体
的
な

特
徴
と
傾

向
 

（
１

）
で

回
答

頂
い

た
他
に

自
動
的
な

シ
ス
テ

ム
連
携
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

情
報

シ
ス

テ
ム

の
名

称
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
L
ア

ラ
ー

ト
 

B 
マ

ッ
プ

B
、

河
川

情
報
シ

ス
テ

ム
、

土
砂
災
害

監
視
シ
ス
テ
ム
 

C 
防

災
映

像
シ

ス
テ
ム
【

監
視

カ
メ

ラ
画
像
】

を
連

携
済
み
 

D 
N
E
X
C
O
の

道
路
情

報
シ
ス

テ
ム

（
名

称
不
明
）

 

E 
防

災
行

政
無

線
 

F 
開

発
予

定
の

た
め
未
定

 

G 
国

の
シ

ス
テ

ム
（
国
交

省
や

内
閣

府
等
）
※

た
だ

し
、
連
携
費
用
は
国
負
担
 

H 
H
県

総
合

行
政
情

報
通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
（
県

防
無
線
）
 

I 
検

討
中
 

 （
１

）
で

回
答

頂
い

た
他
に

手
動
に
よ

る
シ
ス

テ
ム
連
携

が
必

要
と

考
え

ら
れ

る
情

報
シ

ス
テ

ム
の

名
称

 

自
治
体
 

内
容
 

A 
J
ア

ラ
ー

ト
 

B 
災

害
査

定
の

デ
ー
タ
ベ

ー
ス

（
名

称
不
明
）

 

C 
災

害
時

情
報

シ
ス
テ
ム

 

D 
検

討
中
 

 

  
 

 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
４

）
【

広
報

・
告

知
の

た
め

の
情

報
シ

ス
テ

ム
連

携
】

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
、

下
記

に
挙

げ
る

外
部

機
関

の
情

報
シ
ス

テ
ム

と
の

自
動
連

携
の

必
要

性
に

つ
い

て
、

現
在
の

状
況

や
今

後
の

ご
意

向
を

お
答

え
く

だ
さ

い
。（

各
項

目
に

つ
き

そ
れ

ぞ
れ

１
つ

選
択

）
 

公
共

情
報

コ
モ

ン
ズ

（
財

団
法

人
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

振
興

セ
ン

タ
ー

が
運

営
す

る
、

他
メ

デ
ィ

ア
へ

の
情

報
配

信
を

実
現

す
る

た
め

の
仕

組
み

）
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

 （
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A 
新
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
で
は
連
携
を
必
須
と
す
る
予
定
 

B 
H
2
7
年
度
中
に
連
携
予
定
 

C 
L
ア
ラ
ー
ト
運
用
開
始
に
向
け
準
備
中
（
シ
ス
テ
ム
連
携
な
し
）
 

D 
シ
ス
テ
ム
更
新
の
際
に
連
携
さ
せ
た
い
。
 

E 
次
期
の
シ
ス
テ
ム
構
築
で
利
用
す
る
。
 

F 
現
在
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
の
た
め
の
改
修
中
で
あ
る
。
 
 

G 
今
後
検
討
し
た
い
。
 

H 
来
年
度
に
自
動
連
携
す
る
予
定
 

I 
連
携
す
る
予
定
 

J 
現
在
、
L
ア
ラ
ー
ト
に
参
加
し
て
い
る
全
て
の
地
元
メ
デ
ィ
ア
を
含
み
、
よ
り
多
く
の
メ
デ
ィ
ア
が
参

加
し
て
い
る
独
自
配
信
シ
ス
テ
ム
が
あ
る
た
め
、
状
況
に
応
じ
て
連
携
を
検
討
す
る
。
 

K 
検
討
中
 

L 

来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
の

整
備
を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
。
 

M 
構
築
中
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

5
割

の
都

道
府

県
が

「
既

に
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
と

自
動

連
携

し
て

い
る

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が

「
予

算
の

都
合

が
付

け
ば

構
築

ま
た

は
更

新
の

際
に

連
携

さ
せ

た

い
」
と

回
答

し
て

お
り

、「
そ

の
他

」
に

も
「

連

携
す

る
予

定
」

で
あ

る
旨

の
回

答
が

確
認

さ

れ
る

 

 
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
た

都
道

府
県

は
な

い
 

政 令 市

 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
自

動
連

携
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て

い
る

 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

公
共

情
報

コ
モ

ン
ズ

は
利

用
し

て
い

る
が

連
携

し
て

い
な

い
」

と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
市

は
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
自

動

連
携

し
て

い
る

」
と
「

公
共

情
報

コ
モ

ン
ズ

は
利

用
し

て
い

る
が

連
携

し
て

い
な

い
」
の

両
方

に
回

答
し

て
い

る
 

 
B
市

と
C
市

の
み

が
「

予
算

の
都

合
が

付
け

ば
構

築
ま

た
は

更
新

の
際

に
連

携
さ

せ
た

い
」

と
回

答
し

て
い

る
。

 

 
D
市

と
E
市

の
み

が
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 緊
急

速
報

メ
ー

ル
や

エ
リ

ア
メ

ー
ル

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
新
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
で
は
連
携
を
必
須
と
す
る
予
定
 

B 
シ
ス
テ
ム
更
新
の
際
に
連
携
さ
せ
た
い
。
 

C 
次
期
の
シ
ス
テ
ム
構
築
で
利
用
す
る
。
 

D 
一
部
の
津
波
関
連
情
報
に
つ
い
て
、
気
象
庁
の
防
災
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
と
、
N
T
T
ド
コ
モ
の
エ
リ
ア

メ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
と
自
動
連
携
し
て
い
る
。
 

E 
導
入
予
定
有
 

F 
次
期
シ
ス
テ
ム
で
は

L
ア
ラ
ー
ト
の
機
能
を
利
用
し
て
３
キ
ャ
リ
ア
へ
送
信
す
る
予
定
 

G 
構
築
中
 

H 
津
波
警
報
以
上
発
表
時
の
避
難
勧
告
・
指
示
の
み
自
動
配
信
で
あ
り
、
そ
の
他
は
手
入
力
。
防
災
情

報
シ
ス
テ
ム
に
連
携
は
し
て
い
な
い
 

I 
事
案
に
よ
り
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
自
動
連
携
し
発
信
し
て
い
る
。
 

J 
H
2
7
.
4
月
よ
り
連
携
予
定
 

K 
一
括
し
て
手
動
入
力
 

L 
県
の
メ
ー
ル
配
信
シ
ス
テ
ム
を
利
用
 

M 
3
キ
ャ
リ
ア
同
時
配
信
可
能
な
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
て
い
る
。
 

 
 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
3
割

以
上

の
都

道
府

県
が

「
既

に
防

災
情

報

シ
ス

テ
ム

と
自

動
連

携
し

て
い

る
」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が

「
３

キ
ャ

リ
ア

を

別
々

に
手

動
で

入
力

し
て

い
る

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」
を

合
わ

せ
る

と
約

3
割

の
都

道
府

県
が
「

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
A
県

の
み
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い

る
 

政 令 市

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
自

動
連

携
し

て
い

る
」
と

回
答

し
て

い
る

。
 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
上

記
と
「

３
キ

ャ
リ

ア
を

別
々

に
手

動
で

入

力
し

て
い

る
」
を

合
わ

せ
る

と
4
割

以
上

の

都
道

府
県

が
「

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

の
み

が
「

予
算

の
都

合
が

付
け

ば
構

築
ま

た
は

更
新

の
際

に
連

携
さ

せ
た

い
」

と
回

答

し
て

い
る

 

 
C
市

の
み

が
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
D
市

は
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
自

動
連

携
し

て
い

る
」「

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」「

３

キ
ャ

リ
ア

を
別

々
に

手
動

で
入

力
し

て
い

る
」

の
す

べ
て

に
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 貴
自

治
体

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

 

 （
そ

の
他

の
内

容
）

 

自
治
体
 

内
容
 

A 
新
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
で
は
連
携
を
必
須
と
す
る
予
定
。
 

B 
気
象
注
警
報
、
震
度
情
報
は
自
動
更
新
 

C 
次
期
の
シ
ス
テ
ム
構
築
で
利
用
す
る
。
 

D 
次
期
シ
ス
テ
ム
で
は
自
動
連
携
を
予
定
す
る
 

E 
自
動
処
理
で
き
る
部
分
の
み
自
動
、
ほ
と
ん
ど
は
手
動
 

F 
本
市
庁
内
で
更
新
す
る
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
が
、
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
と
し
て
連
携
は
し
て
い
な

い
。
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

5
割

の
都

道
府

県
が

「
職

員
に

よ
り

手
動

で
更

新
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が

「
既

に
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
と

自
動

連
携

し
て

い
る

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し
た

都
道

府
県

は
な

い
 

政 令 市

 

 
約

6
割

の
政

令
市

が
「

職
員

に
よ

り
手

動
で

更
新

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
市

は
「

そ
の

他
（

本
市

庁
内

で
更

新
す

る

シ
ス

テ
ム

に
な

っ
て

い
る

が
、
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
と

し
て

連
携

は
し

て
い

な
い

）
」

と

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

は
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
自

動

連
携

し
て

い
る

」
と
「

職
員

に
よ

り
手

動
で

更
新

し
て

い
る

」
の

両
方

に
回

答
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

 



全国自治体の防災情報システム整備状況－伊勢ほか

－41－

31
 

 貴
自

治
体

が
運

用
す

る
メ

ー
ル

マ
ガ

ジ
ン

等
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 

（
そ

の
他

の
内

容
）

 
自
治
体
 

内
容
 

A 
A
モ
バ
イ
ル
メ
ー
ル
（
登
録
型
メ
ー
ル
配
信
サ
ー
ビ
ス
）
に
て
す
で
に
気
象
情
報
を
配
信
し
て
い
る
た
め
、
新

た
に
整
備
す
る
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
は
計
画
し
て
い
な
い
。
 

B 
県
職
員
限
定
で
自
動
連
携
 

C 
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
等
は
な
い
 

D 
導
入
無
し
 

E 
気
象
注
警
報
、
震
度
情
報
は
自
動
更
新
 

F 
現
在
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
の
運
用
を
行
っ
て
い
な
い
。
 

G 
費
用
対
効
果
等
の
検
討
が
必
要
 

H 
検
討
し
て
い
な
い
 

I 
検
討
し
て
い
な
い
 

J 
現
在
は
運
用
し
て
お
ら
ず
、
必
要
性
を
含
め
て
検
討
中
 

K 
存
在
し
な
い
。
 

L 
シ
ス
テ
ム
が
メ
ー
ル
配
信
機
能
を
有
し
て
い
る
。
 

M 
予
定
な
し
 

N 
メ
ル
マ
ガ
等
も
有
効
な
手
段
の
一
つ
と
考
え
ま
す
が
、
現
行
の
広
報
手
段
で
対
応
す
る
。
 

O 
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
が
な
い
 

P 
シ
ス
テ
ム
構
築
時
に
必
要
性
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
 

Q 
構
築
中
 

 

 
 機 関

 
全

体
的

な
傾

向
 

特
徴

的
な

回
答

 

都 道 府 県

 

 
約

3
割

の
都

道
府

県
が「

既
に

防
災

情
報

シ

ス
テ

ム
と

自
動

連
携

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が
「

必
要

性
が

無
い

」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

1
割

の
都

道
府

県
が「

職
員

に
よ

り
手

動

で
更

新
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
メ

ー
ル

マ
ガ

ジ
ン

の
運

用
自

体
を

行
っ

て

い
な

い
都

道
府

県
も

、
2
割

程
度

み
ら

れ

た
 

政 令 市

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

と
自

動
連

携
し

て
い

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

職
員

に
よ

り
手

動
で

送
信

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A

市
の

み
が

「
予

算
の

都
合

が
付

け
ば

構

築
ま

た
は

更
新

の
際

に
連

携
さ

せ
た

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
B

市
、

防
災

メ
ー

ル
を

単
独

の
シ

ス
テ

ム

で
運

用
し

て
い

る
 

 
C
市

は
連

携
予

定
で

あ
る

 

 
D
市

、
E
市

、
F
市

の
み

が
「

必
要

性
が

無

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
G
市

、
H
市

は
メ

ー
ル

マ
ガ

ジ
ン

の
運

用
自

体
を

行
っ

て
い

な
い

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 S
N
S（

F
ac
e
bo
o
k、

T
w
i
tt
e
r
な

ど
）

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
新
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
で
は

S
N
S
へ
の
自
動
投
稿
機
能
を
実
装
す
る
予
定
。
 

B 
今
後
導
入
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
き
た
い
。
 

C 
シ
ス
テ
ム
更
新
の
際
に
連
携
さ
せ
た
い
。
 

D 
必
要
性
を
検
討
中
 

E 
費
用
対
効
果
等
の
検
討
が
必
要
 

F 
危
機
管
理
部
局
と
し
て

S
N
S
未
活
用
 

G 
次
期
シ
ス
テ
ム
で
は
自
動
連
携
を
予
定
す
る
。
 

H 
広
報
部
門
に
よ
る
手
動
に
よ
る
投
稿
で
あ
る
。
 

I 
必
要
性
に
つ
い
て
今
後
検
討
が
必
要
 

J 
シ
ス
テ
ム
構
築
時
に
必
要
性
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。
 

K 
構
築
中
 

L 
F
a
c
e
b
o
o
k
、
T
w
i
t
t
e
r
と
も
に
独
自
シ
ス
テ
ム
で
運
用
し
、
全
庁
的
な
シ
ス
テ
ム
に
は
連
携
し
て
い
な

い
。
 

M 
H
27
.
4
月
よ
り
連
携
予
定
（
Tw
i
tt
e
r）

 

N 
t
wi
t
te
r
の
み
 

O 
要
検
討
 
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
3
割

の
都

道
府

県
が

「
職

員
に

よ
り

手
動

で

更
新

し
て

い
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が
「

既
に

防
災

情
報

シ

ス
テ

ム
と

自
動

連
携

し
て

い
る

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
約

1
割

の
都

道
府

県
が
「

予
算

の
都

合
が

付

け
ば

構
築

ま
た

は
更

新
の

際
に

連
携

さ
せ

た
い

」
と

回
答

し
て

お
り

、「
そ

の
他

」
に

も

「
今

後
構

築
、
連

携
し

た
い

」
旨

の
回

答
が

確
認

さ
れ

る
 

 
約

1
割

の
都

道
府

県
が
「

必
要

性
が

無
い

」

と
回

答
し

て
い

る
 

 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

職
員

に
よ

る
手

動
に

よ
る

投
稿

で
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

3
割

の
政

令
市

が
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
連

携
し

て
い

る
」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
市

は
「

既
に

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

で
連

携

し
て

い
る

」
と
「

職
員

に
よ

る
手

動
に

よ
る

投
稿

で
あ

る
」

の
両

方
に

回
答

し
て

い
る

 

 
B
市

の
み

が
「

必
要

性
が

無
い

」
と

回
答

し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
５

）
【

広
報

・
告

知
の
た
め

の
情
報
シ

ス
テ
ム

連
携

】（
４

）
で

回
答

頂
い

た
他

に
自

動
的

な
連

携
が

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
等

が
あ

れ
ば

挙
げ

て
い

た
だ
き

、
現
在

の
状
況
や

ご
認
識

を
お
答
え

く
だ
さ

い
。
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴
と
傾

向
 

（
そ

の
他

自
動

連
携

が
必
要

な
サ
ー
ビ

ス
等
）

 

自
治
体
 

内
容
 

A 
L
ア

ラ
ー

ト
に
接

続
す
る

こ
と

に
よ

り
、

Y
A
H
O
O
ポ

ー
タ
ル
サ
イ
ト
等
の
民
間
運
営
会
社
の
防
災
情
報
等
に
自
動
的
に
防
災
情
報
が
配
信

さ
れ
、

多
く

の
住
民
へ

情
報

を
伝

達
で
き
る

仕
組

み
は
重
要
と
考
え
る
。
 

B 
情
報
ソ

ー
ス

を
ま
と
め

た
ポ

ー
タ

ル
サ
イ
ト

の
必

要
性
を
感
じ
る
。
 

C 
テ
レ
ビ

の
デ

ー
タ
放
送

、
デ

ジ
タ

ル
サ
イ
ネ

ー
ジ

（
電
子
看
板
）
 

D 
市
町
村

の
防

災
情
報
シ

ス
テ

ム
と

の
自
動
連

携
 

E 
放
送
事

業
者

の
L
字
放

送
や

デ
ー

タ
放
送
 

F 
F
AX
（
BI

ZF
A
X
導
入
済
）
 

G 

サ
ー
ビ

ス
と

し
て
は
、

L
ア

ラ
ー

ト
を

中
心
と

し
た
提
供
に
一
本
化
す
べ
き
で
あ
り
、
L
ア
ラ
ー
ト
を
か
ら
連
携
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
を
拡

張
す
る

こ
と

が
必
要
と

考
え

ら
れ

る
。
ま
た

、
広

報
・
告
知
手
段
を
各
機
関
が
独
自
構
築
す
る
の
で
は
な
く
、
全
国
一
本
化
し
た
情
報
シ

ス
テ
ム

の
構

築
や
民
間

に
お

い
て

自
主
的
に

行
わ

れ
る
広
報
・
告
知
手
段
を
有
効
利
用
す
る
こ
と
が
理
想
的
で
あ
る
。
 

H 
登
録
制

メ
ー

ル
 

I 
登
録
制

メ
ー

ル
 

J 
住
民
へ

の
情

報
提
供
は

、
災

害
対

策
基
本
法

で
は

市
町
村
業
務
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
県
は
参
考
情
報
と
し
て
の
提
供
と
な
る
。
そ
の
た

め
、
市

町
村

に
比
べ
自

動
的

な
連

携
が
不
要

な
部

分
が
多
く
な
る
。
 

K 
V
・
C
A
T
V
の
デ
ー
タ
放
送
 

L 
防
災
無

線
（

同
報
無
線

）
、

緊
急

告
知
ラ
ジ

オ
：

既
に
連
携
済
み
 

M 
検
討
中
 

 

 
 

 

 平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 ３
．

ク
ラ

ウ
ド

環
境

に
よ

る
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
向

け
て

 

（
１

）
【

シ
ス

テ
ム

の
利

用
環

境
】

現
在

の
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
の

構
築

環
境

を
回

答
し

て
く

だ
さ

い
。

可
能

で
あ

れ
ば
、

そ
の

理
由

を
ご
教

示
く

だ
さ

い
。

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 
県
の
統
合
基
盤
（
仮
想

O
S
）
 

B 
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
は
未
導
入
 

C 
現
行
は
閉
鎖
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
だ
が
、
次
期
シ
ス
テ
ム
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
回
線
で
接
続
さ
れ
た
ク
ラ
ウ

ド
環
境
を
予
定
 

D 
被
害
集
計
出
来
る
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
は
未
構
築
 

E 
オ
ン
プ
レ
ミ
ス
と
ク
ラ
ウ
ド
を
併
用
し
、
防
災
閉
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
及
び
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
ア
ク

セ
ス
可
能
と
し
て
い
る
。
 

F 
本
県
で
は
ク
ラ
ウ
ド
環
境
が
な
い
。
ま
た
、
Ａ
Ｓ
Ｐ
・
県
市
町
村
間
閉
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等
、
シ
ス
テ

ム
毎
に
環
境
が
異
な
り
ま
す
。
 

 （
そ

の
理

由
）

 

自
治
体
 

内
容
 

A 
オ
ン
プ
レ
ミ
ス
で
構
築
、
V
P
N
回
線
で
各
機
関
と
接
続
 

B 
対
災
害
性
の
向
上
、
他
機
関
と
の
情
報
共
有
の
た
め
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

4
割

の
都

道
府

県
が

「
庁

内
の

閉
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

内
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が

「
庁

内
に

あ
る

公
開

セ
グ
メ
ン

ト
（

D
M
Z
）
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が

「
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

回
線

で
接

続
さ

れ
た

ク
ラ

ウ
ド

環
境

」
と

回

答
し

て
い

る
 

 
A
、

B
県

、
C
県

、
D
県

は
「

専
用

線
ま

た
は

V
P
N
で

接
続

さ
れ

た
ク

ラ
ウ

ド
環

境
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
E
県

は
「

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

は
未

導
入

」、

F
県

は
「

被
害

集
計

出
来

る
防

災
情

報
シ

ス

テ
ム

は
未

構
築

」、
G
県

は
「

本
県
で

は
ク

ラ

ウ
ド

環
境

が
な

い
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

4
割

の
政

令
市

が
「

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
回

線
で

接
続

さ
れ

た
ク

ラ
ウ

ド
環

境
」

と
回

答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

庁
内

の
閉

域
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
内

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
政

令
市

が
「

庁
内

に
あ

る
公

開
セ

グ
メ

ン
ト

（
D
M
Z
）
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
H
市

は
「

庁
内

の
閉

域
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
内

」

と
「

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
回

線
で

接
続

さ
れ

た

ク
ラ

ウ
ド

環
境

」
の

両
方

に
回

答
し

て
い

る
 

 
I
市

は
「

庁
内

の
閉

域
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
内

」

と
「

庁
内

に
あ

る
公

開
セ

グ
メ

ン
ト
（

DM
Z
）
」

の
両

方
に

回
答

し
て

い
る

 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
２

）
【

ク
ラ

ウ
ド

環
境
の
利

用
に
関
す

る
懸
念

】
防
災
情

報
シ
ス

テ
ム

を
ク

ラ
ウ

ド
環

境
で

利
用

す
る

こ
と

に
つ

い
て

、
懸

念
事

項
や

不
明

な
点

な
ど

あ
れ
ば

、
ご
記
入

く
だ
さ

い
。
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体
的
な

特
徴
と
傾

向
 

 自
治
体
 

内
容
 

A 
災
害

時
に
お

け
る
、
回

線
の

安
定

度
(
稼

働
率

や
容

量
)
及
び
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
 

B 
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
の
確
保

（
パ

ス
ワ

ー
ド
の
管

理
等

）
、
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
バ
の
利
用
料
金
 

C 
コ
ス

ト
、
保

守
管
理
、

障
害

対
応
 

D 
災

害
時

に
外

部
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

切
断

し
た

場
合
ど

う
す
る

の
か

。
ク
ラ

ウ
ド
側

の
物

理
的
な

セ
キ
ュ

リ
テ

ィ
対
策

は
き
ち

ん
と

さ
れ
る

の
か

。
他

機
関

と
の

連

携
の

た
め
、

完
全
外
出

し
に

は
な

ら
ず
、
ロ

ー
カ

ル
に
サ
ー
バ
が
必
要
と
な
る
。
 

E 
大
規

模
災
害

発
生
時
に

お
け

る
イ

ン
タ
ー
ネ

ッ
ト

回
線
な
ど
の
信
頼
性
 

F 
ア
ク

セ
ス
回

線
と
し
て

Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ
等
の
閉

域
網

（
主
回
線
）
と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
（
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
）
の
冗
長
が
ベ
タ
ー
で
あ
る
。
 

G 
災
害

発
生
時

の
回
線
途

絶
や

輻
輳

、
サ
ー
バ

設
置

場
所
の
耐
災
害
性
の
担
保
が
懸
念
さ
れ
る
。
 

H 
有
線

回
線
が

断
線
し
て

も
継

続
利

用
可
能
か

 

I 
各
自

治
体
で

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク

セ
キ

ュ
リ
テ
ィ

が
異

な
り
、
全
国
が
同
一
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
か
課
題
が
あ
る
。
 

J 
ア
ク

セ
ス
回

線
の
安
全

性
以

外
に

特
段
な
い

 

K 
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
確
保
と

利
便

性
の

両
立
 

L 
回
線

の
信
頼

性
（
非
常

電
源

を
含

む
）
 

M 
不
正

ア
ク
セ

ス
に
よ
る

改
ざ

ん
等

を
懸
念
し

て
い

る
。
 

N 
ア
ク

セ
ス
網

の
輻
輳
時

に
お

け
る

シ
ス
テ
ム

利
用
 

O 
個

人
情

報
の

流
失
 

P 
職
員

以
外
の

不
正
利
用

、
外

部
か

ら
の
不
正

ア
ク

セ
ス
、
災
害
時
の
通
信
途
絶
、
経
費
 

Q 
大
都

市
圏
で

近
隣
自
治

体
と

同
時

被
災
し
た

際
の

、
シ
ス
テ
ム
の
可
用
性
に
不
安
が
あ
る
。
 

R 
個

人
情

報
の

取
扱
い
 

S 

市
民

に
情

報
を

提
供

す
る

シ
ス

テ
ム

の
場

合
、

大
災
害
時

の
デ
ー

タ
セ

ン
タ
へ

の
駆
け

つ
け

、
シ
ス

テ
ム
利

用
を

可
能
に

す
る
必

要
が

あ
る
。

サ
ー

ビ
ス

利
用

型
だ

と

サ
ー

ビ
ス
停

止
＝
何
も

手
を

打
て

な
い
こ
と

を
意

味
す
る
。
 

防
災

に
係

る
シ

ス
テ

ム
は

何
で

も
経

費
削

減
の

た
め
、
ク

ラ
ウ
ド

型
に

す
る
の

で
は
な

く
、

サ
ー
ビ

ス
利
用

型
で

よ
い
シ

ス
テ
ム

と
、

構
築
型

と
す

る
べ

き
シ

ス
テ

ム

の
線

引
き
を

考
え
る
こ

と
が

重
要

で
あ
る
。

 

T 
ク
ラ

ウ
ド
へ

の
接
続
環

境
の

耐
災

害
性
 

U 
個
人

情
報
を

多
く
扱
う

の
で

、
そ

の
整
理
。

特
に

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
関
連
。
 

V 
個

人
情

報
等

保
護
の
確

保
 

ｗ
 

ク
ラ

ウ
ド
事

業
者
と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
障
害

が
発

生
し
た
場
合
に
シ
ス
テ
ム
が
使
用
不
可
に
な
る
こ
と
に
つ
い
て
 

 

 
 

 平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 （
３

）
【

導
入

体
制

】
防

災
情

報
シ

ス
テ

ム
を

導
入

ま
た

は
更

新
す

る
際

に
望

ま
し

い
体

制
・

形
態

に
つ

い
て

、
ご

意
向
を

お
答

え
く

だ
さ
い

。（
１

つ
選

択
）

 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体

的
な

特
徴

と
傾

向
 

 
 

 

 
（

そ
の

他
の

内
容

）
 

自
治
体
 

内
容
 

A 

国
が
自
治
体
の
た
め
に
全
国
的
な
シ
ス
テ
ム
と
し
て
導
入
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
る

が
、
既
に
多
く
の
自
治
体
で
独
自
シ
ス
テ
ム
の
導
入
が
進
ん
で
い
る
現
状
に
お
い
て
は
、
困
難

と
思
わ
れ
現
実
的
に
は
各
自
治
体
個
々
の
判
断
に
よ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
る
。
 

B 
地
域
の
実
情
や
業
務
形
態
に
応
じ
た
シ
ス
テ
ム
構
築
が
望
ま
し
い
と
考
え
ま
す
。
 

C 
次
期
更
新
の
際
に
、
そ
の
時
点
で
最
適
な
も
の
を
選
択
す
る
。
 

D 
都
道
府
県
と
市
町
村
が
共
同
で
導
入
す
る
か
又
は
県
シ
ス
テ
ム
が
整
備
し
た
シ
ス
テ
ム
を
市
町

村
も
利
用
し
、
国
の
シ
ス
テ
ム
と
連
携
し
た
シ
ス
テ
ム
 

E 

国
と
都
道
府
県
と
市
町
村
が
そ
れ
ぞ
れ
共
有
し
て
分
析
が
必
要
な
の
は
ど
の
よ
う
な
情
報
な
の

か
シ
ス
テ
ム
の
要
件
を
し
っ
か
り
と
定
義
し
た
上
で
、
共
通
部
分
は
国
が
整
備
す
る
と
と
も

に
、
各
都
道
府
県
や
市
町
村
が
応
急
対
策
業
務
を
行
う
上
で
役
立
つ
シ
ス
テ
ム
、
使
い
勝
手
の

良
い
シ
ス
テ
ム
を
、
そ
れ
ぞ
れ
自
治
体
が
整
備
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ま
す
。
 

F 

来
年
度
以
降
に

L
ア
ラ
ー
ト
を
通
じ
て
配
信
す
る
災
害
時
の
情
報
を
集
約
・
共
有
す
る
シ
ス
テ

ム
の
整
備
を
予
定
し
て
お
り
、
情
報
の
内
容
や
他
機
関
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
今
後
検
討
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
 

G 
国
、
自
治
体
が
独
自
に
シ
ス
テ
ム
開
発
す
る
こ
と
を
原
則
と
し
つ
つ
、
各
シ
ス
テ
ム
が
共
有
す

る
最
低
限
の
情
報
と
提
供
方
法
（
手
段
）
の
統
一
化
 

 

 
 機

関
 

全
体

的
な

傾
向

 
特

徴
的

な
回

答
 

都 道 府 県

 

 
約

5
割

の
都

道
府

県
が

「
国

が
自

治
体

の
た

め

に
全

国
的

な
シ

ス
テ

ム
と

し
て

導
入

す
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
約

2
割

の
都

道
府

県
が

「
都

道
府

県
と

市
町

村

が
共

同
で

導
入

す
る

」
と

回
答

し
て

い
る

 

 
A
県

の
み
「

近
隣

自
治

体
が

共
同

で
導

入
す

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

政 令 市

 

 
約

5
割

の
政

令
市

が
「

国
が

自
治

体
の

た
め

に

全
国

的
な

シ
ス

テ
ム

と
し

て
導

入
す

る
」

と
回

答
し

て
い

る
 

 
B
市

は
「

国
が

自
治

体
の

た
め

に
全

国
的

な
シ

ス
テ

ム
と

し
て

導
入

す
る

」
と
「

市
町

村
単

独

で
導

入
す

る
」

の
両

方
に

回
答

し
て

い
る

 

 
C
市

、
D
市

は
シ

ス
テ

ム
構

築
に

お
け

る
国

、

都
道

府
県

、
市

町
村

の
役

割
に

つ
い

て
考

察
し

て
い

る
 

 
E
市

は
導

入
体

制
の

前
に

ど
の

よ
う

な
も

の
を

導
入

す
る

か
を

明
確

に
す

べ
き

と
、
問

題
点

の

提
示

を
し

て
い

る
 

 
 

平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較
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 ４
．

そ
の

他
ご

意
見

、
ご
質

問
 

集
計

グ
ラ

フ
 

全
体
的
な

特
徴
と
傾

向
 

 自
治
体
 

内
容
 

A 
当
県
の

総
合

防
災
情
報

シ
ス

テ
ム

は
、
県
内

に
お

け
る

防
災
対
策
を
行
う
た
め
に
、
市
町
村
･
消
防
･
防
災
関
係
機
関
等
と
共
同
で
整
備
し
た
も
の
で
あ

り
、
こ

の
情
報

を
そ

の
ま

ま
（
国

を
含
め

た
）
外

部

機
関
に

提
供

す
る
こ
と

を
想

定
し

て
い
な
い

。
 

B 

上
記
(
3
)
に

記
載

の
と
お

り
、
国
（

総
務

省
）
が

全
国

画
一
的
な
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
す
べ
て
の
自
治
体
に
利
用
さ
せ
る
の
が
理
想
と
考
え
る

が
、
既
に

多
く

の
自

治
体

で
独

自
シ
ス
テ

ム
の

導

入
が
進

ん
で

い
る
現
状

が
あ

る
こ

と
か
ら
、
国

が
統

一
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
場
合
に
は
、
各
自
治
体
の
既
存
シ
ス
テ
ム
か
ら
デ
ー
タ
を
抽
出
し
送
信

で
き

る
よ

う
に
す
る

な
ど
、
自

治
体

側
に

経
済

面
も

人
的
作

業
面

で
も
負
担

が
生

じ
な

い
よ
う
に

す
る

べ
き

と
考
え
る
。
 

C 

・
広

域
で
の

情
報
共
有

、
シ

ス
テ

ム
連
携
を

図
る

に
は
、
共
通
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
仕
様
の
策
定
が
必
要
。
 

・
行

政
界
上

で
の
発
災

時
に

は
特

に
有
効
。

 

・
共

通
イ
ン

タ
フ
ェ
ー

ス
は

国
が

策
定
、
こ

の
部

分
だ
け
で
も
構
築
費
用
を
負
担
し
て
い
た
だ
き
た
い
。
 

・
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を
許

さ
な
い

共
通

仕
様

と
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
の

余
地

を
与

え
る

独
自

仕
様

が
混

在
す

る
と

後
々

不
便

も
起

こ
り

得
る

た
め

独
自

仕
様
を

許
さ

ず
全

国
統

一
規

格
と
す

る
こ

と
も

一
手

法
で

あ
る

。
 

・
省
庁
の

フ
ォ
ー

マ
ッ

ト
変

更
（
情

報
追
加

、
伝

送
方
法
変
更
、
報
告
様
式
変
更
等
）
で
発
生
す
る
自
治
体
シ
ス
テ
ム
改
修
費
用
は
、
全
国
規
模
で
は
莫

大
で
あ

る
。
国
が

製
作

し
、
自

治
体
に

配
布

す
る

メ
リ

ッ
ト
は

大
き
く
、

国
益

に
か

な
う
も
の

と
思

う
。
国
の
都
合
に
よ
る
各
種
変
更
は
国
の
責
任
に
お
い
て
対
応
す
る
べ
き
で
あ
る
。
 

・
外

出
し
サ

ー
バ
（
ク

ラ
ウ

ド
）

の
場
合
、

通
信

ル
ー
ト
は
複
数
確
保
し
た
い
。
こ
の
目
的
で
の
衛
星
回
線
利
用
は
魅
力
的
で
あ
る
が
、
回
線
の
容
量
を

確
保
す

る
の
が
難

し
い

。
 

D 
・
国
の

所
有

す
る
災
害

情
報

が
、

防
災
情
報

シ
ス

テ
ム

を
通
じ
て
共
有
で
き
る
環
境
の
構
築
を
行
っ
て
ほ
し
い
。
 

E 
（
５
）

【
外

部
機
関
へ

の
情

報
提

供
】
の
回

答
は

「
県

が
設
置
し
た
シ
ス
テ
ム
を
通
じ
て
提
供
済
み
で
あ
る
。
」
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
「
外
部
機
関

の
情

報
シ

ス
テ
ム
へ

提
供

済
み

で
あ
る
」

と
し

た
。
 

F 
防
災
情

報
シ

ス
テ
ム
の

整
備

・
改

修
に
は
、

多
額

の
費

用
が
必
要
に
な
る
こ
と
か
ら
、
財
政
支
援
の
一
層
の
充
実
強
化
を
要
望
す
る
。
 

G 
そ
も
そ

も
都

道
府
県
で

バ
ラ

バ
ラ

な
防
災
情

報
シ

ス
テ

ム
を
構
築
す
る
の
で
は
な
く
、
国
主
導
で
ク
ラ
ウ
ド
等
の
一
元
的
な
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
を
導

入
す

べ
き

で
あ
り
、
消

防
庁

報
告
な

ど
も

取
込

ん
だ

形
で
、

全
自

治
体
で
統

一
的

な
運

用
を
す
る

必
要

が
あ

る
。
 

H 
防
災
情

報
シ

ス
テ
ム
構

築
以

前
に

、
災
害
対

応
業

務
の

標
準
化
が
必
要
 

I 
今
後
、

シ
ス

テ
ム
構
築

・
更

新
を

す
る
都
道

府
県

や
市

町
村
に
対
し
て
、
国
で
補
助
金
制
度
を
創
設
し
て
ほ
し
い
。
 

J 

J
県

に
お

い
て

は
、
次

年
度

予
算

に
て
関
係

機
関

と
の

情
報
共
有
の
た
め
に
「
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
」
構
築
す
る
予
定
で
す
。
し
か
し
、
県
内
市
町
村

の
中

に
は

既
に
独
自

に
防

災
情

報
シ
ス
テ

ム
を

導
入

し
て
い

る
と

こ
ろ
が
あ

り
、

調
整

が
取
れ
て

い
な

く
、

今
後
、
市
町
村
に
二
重
の
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
工
夫
が
必
要
な
状
況
で
す
。
 

シ
ス
テ

ム
の

利
活
用
は

、
入

力
さ

れ
る
情
報

の
速

さ
、

量
が
重
要
で
あ
り
、
関
係
機
関
の
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
今
後
検
討
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す

。
 

K 

本
県
で

は
、
平

成
２
９

年
度

か
ら

防
災
情
報

シ
ス

テ
ム

の
新
規
運
用
開
始
を
目
指
し
、
現
在
設
計
業
務
を
発
注
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
本
来
は

国
に

統
一

的
な
シ
ス

テ
ム

を
構

築
し
て
も

ら
い

、
そ

れ
を
自

治
体

が
利
用
す

る
形

の
方

が
、
各
都

道
府

県
が

個
別
に
整
備
す
る
よ
り
も
、
費
用
対
効
果
は
高
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
そ
れ
が
困
難
な
場

合
で
も

、
シ
ス
テ

ム
構

成
や

デ
ー
タ
形

式
、
プ

ロ

ト
コ
ル

等
に

つ
い
て
、

標
準

と
な

る
指
針
を

具
体

的
に

示
し
て
欲
し
い
。
 

L 

防
災
情

報
シ

ス
テ
ム
に

つ
い

て
は

、
従

来
か

ら
各

種
会

議
に
お
い
て
地
域
特
性
を
理
由
に
全
国
的
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
は
難
し
い
と
の
回
答
を
国
か
ら
伺

っ
て
い

る
が
、
地

域
特

性
に

関
わ
る
部

分
は

解
析

や
予
測

等
の

一
部
で
あ

り
、

そ
の

他
は
全
国

で
共

通
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

行
政
区

境
界

に
お
け
る

災
害

へ
の

対
処
や
、

広
域

応
援

に
お
い
て
全
国
ど
こ
で
も
同
じ
シ
ス
テ
ム
が
利
用
で
き
る
環
境
、
広
域
災
害
の
被
害
把
握
の
た

め
、

全
国

統
一
シ
ス

テ
ム

の
構

築
を
望
み

ま
す

。
 

M 
県
シ
ス

テ
ム

と
の
連
携

に
つ

い
て

、
県
シ
ス

テ
ム

に
大

幅
な
改
修
が
発
生
し
な
い
よ
う
に
柔
軟
な
対
応
を
お
願
い
し
た
い
。
 

N 

各
都
道

府
県

で
想
定
さ

れ
る

地
震

災
害
の
規

模
が

大
き

く
異
な
る
た
め
、
全
国
的
な
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す
る
場
合
は
、
必
要
最
小
限
の
機
能
実

現
が
望

ま
し
い
と

考
え

る
。
 ま

た
、
現

在
、
九

州

内
の
県

同
士

が
連
携
す

る
シ

ス
テ

ム
の
開
発

を
検

討
し
て
い
る
が
、
通
信
回
線
に
つ
い
て
、
L
G
W
A
N
は

80
ポ
ー
ト
に
制
限
さ
れ
て
い
る
た
め
、
利
用
困

難
で

あ
る

。
国

土
交

通
省

の
光

回
線
は
、
ポ

ー
ト

制

限
も

な
く
最

適
な
回
線

で
あ

る
が

、
国
土
交

通
省

の
内

規
に
よ
り
、
国
が
関
与
し
た
シ
ス
テ
ム
し
か
回
線
使
用
を
認
め
て
い
な
い
た
め
、
今
後
内
規
を
見

直
し
て

い
た
だ
け

る
と

あ
り

が
た
い
。

 

O 
シ
ス
テ

ム
が

い
く
つ
も

あ
り

、
自

治
体
の
負

担
が

大
き

い
。
 

緊
急
速

報
メ

ー
ル
、

L
ア

ラ
ー

ト
、

J
ア

ラ
ー
ト

、
エ

ム
ネ
ッ
ト
や
消
防
庁
や
気
象
庁
の
シ
ス
テ
ム
等
を
全
て
統
合
し
て
ほ
し
い
。
 

 

 
 

 平
成

2
5
年

調
査

と
の

比
較

 

 

 


